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１．中国の創新・創業産業生態エコシステムが生まれる背景  

中国では、近年エコシステムという言葉は産業界ではホットなキーワ

ードになっている。  

エコシステム（ ecosystem）。ビジネス生態系とも呼ばれている。英語

圏ではより明確に business ecosystem, または digital ecosystem とも

呼ばれている。一つの国、あるいは地域で、経済的な依存関係や協調関

係、または強者を頂点とする新たな成長分野での ピラミッド型の産業構

造といった、新規の産業体系を構成しつつある発展途上の分野での企業

間の連携関係全体を表わしている。  

中国では、 90 年代からはサイエンスパーク（科技園）、インキュベー

ション（孵化器）などの概念・枠組みがあり、経済成果はあったが、2015

年以降は、大企業を中心とする視点からベンチャー、中小企業、企業連

携群をプレーヤーとする視点へのシフトが注目され、次の経済成長の原

動力として「創新・創業産業生態系統（システム）」という言葉で、使わ

れている。  

その背景として 2015 年頃中国は経済成長転換期、産業構造変換の課題

が多く存在しており、新しい経済成長の原動力が不足しているなど、多

くの課題に直面してきた。2015 年末、李克強総理の政府活動報告におい

て「大衆創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）という起業やイノ

ベーションの支援戦略を掲げた。イノベーション生態環境を建設、ベン

チャー、新規事業育成の障害を排除し、大衆起業空間の整備加速と実体

経済のモデル転換を求める健全な成長する環境づくりを構築することを

主張。その背景の元、中国独自の産業生態エコシステムの形成を図ろう

としている。  

本調査報告書は「中国の創新・創業産業生態エコシステムと起業・イ

ノベーション支援戦略」をテーマとして、その背景、現状、産業集積状

況等を解説する。  

 

（１）中国独自の創新 ・創業産業生態エコシステム・コンセプト概念の提唱  

 「大衆創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）というコンセプトの

提唱：中国では政府主導で国を挙げて多くの施策を繰り広げてきた。2015

年は起業やイノベーションにとって重要な役割を果たす一年である。  

 

①2014 年の夏、ダボスフォーラムの開幕式において李克強中国国務院総

理の挨拶では、中国 960 万平方キロの全土で「大衆創業、万衆創新」（大

衆の起業、万人の革新）といった斬新な国民運動を起こし、「万人の革新」
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「あらゆる人の革新」の新しい情勢を形成すると発表した 。 

 

②2015 年 2 月 10 日に李克強総理は外国人専門家 60 数名を招へいし、座

談会を開いた。中国の「大衆創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）

に注目するノーベル経済学賞受賞者である Edmund Phelps 氏は、この中

国経済の新しい原動力は「非物質的なメリット」をもたらすと語り、「大

多数の中国人は消費よりチャレンジ的な仕事または創新事業によって充

実感を獲得とするのであれば、それは非常に素晴らしいことに決まって

いる。」と語った。 

 

③2015 年 3 月の両会議（全国人民代表大会及び全国人民政治協商会議）

の政府報告では、李克強総理は「億万の人民の知恵を絞り、万衆革新の

新しい時代を迎えることができる」と再度提起した。これにより、「大衆

創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）のコンセプトは国民からの

注目を集め、ニューノーマルの元の経済発展の「二つの原動力」の一つ

となり、この政府報告自体も 2015 年のホットスポットの一つとなった 。 

 

④2015 年 6 月 11 日に国務院より「大衆創業、万衆創新を積極的に推進す

る若干の政策・取組に関する意見」（国発 [2015]32 号）が公布された。

これは、「大衆創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新） の戦略にと

って画期的な文書と捉えられている。 

 

⑤2016 年 5 月 8 日に国務院弁公庁より「大衆創業、万衆創新のモデル基

地建設の実施に関する意見」（国弁発 [2016]35 号）が公布された。  

 

（２）中国独自の創新 ・創業産業生態エコシステム形成の産業背景  

「大衆創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）コンセプトの提唱の背景とし

て、直接的な要因と過去の中国のイノベーション体制の成果と不足があったと言える。 

 

①直接的な要因： 

2015年中国の経済成長は、世界の経済回復の遅れに影響を受け、経済のマイナス成長

の圧力が強く、経済成長の転換期における多くの課題に直面していた。従来からのいわ

ゆる「made in china」といったローエンドコピーの風潮もあり、世界中においていまだ

「出稼ぎ労働者」の役をこなし、獲得したマーケティングシェアと労働対価は不釣り合

いな状況にあった。 
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②過去の中国のイノベーション体制の成果と不足： 

中国は 1949 年に建国して以来、国家級科学技術イノベーションシステム（National 

Innovation Systems）を実施している。このシステムは政府がリードし、国レベルのリ

ソースを集めて重点的な技術研究を行うこととしている。このシステムの実施によって、

政府・企業・研究機関及び大学の四つの柱からなる技術創新サポート及び支援体制が形

成されている。例えば、 

 

（a）科技創新へのサポート能力と経済発展をリードする能力著しく向上した。 

（b）基礎研究と最先端技術の研究において成果が著しく、一部重要な科技分野において

先進国との格差が縮小、あるいはなくなり、さらにわずかな分野ではあるが国際的にイ

ンパクトを与えた。 

 

しかし、課題とジレンマもいくつかある。研究を行う主体が不明確であり、管理が整

備されておらず、運営の効率が低下するなど問題点も存在している。また、主体間の風

通しが良くなく、創新に関する政策も整備されていない。課題については以下の通り： 

 

 

（a）政策は多数存在するが、体系化されておらず、執行困難な部分がある。 

「一つの民族が進歩するには創新が魂となり、国の繁栄のための尽きない原動力とな

る」（2015年李克強総理の政府活動報告での発言）。イノベーションの重要性は言うまで

もない。中国はこれまでに創新を重要視しており、多数の政策・措置を打ち出して創新・

起業活動をサポート・奨励してきた。 

例えば、2015 年 6月まで各省/自治区/直轄市より打ち出された企業・創新・就職への

サポート政策・措置に係る公文書は 1997 件に達した。うち、「十八大」（共産党第十八回
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大会）開催後、省庁名で打ち出した公文書は 119件あり、創新・起業活動が盛んな北京・

上海・広州・深セン等七都市が打ち出した創新関連政策は 129 件もあった。関連政策が

数多く出されたのは良いことであるものの、現実として実施の効果は思わしくない。実

施過程において、一部の政策が重なり、政策の効果が限られるものとなった。執行プロ

セスが煩雑で、部門間の意思疎通も欠けており、政策を立案した当初の意図が実現でき

ていない。 

 

（b）創新のための資金投入が不足し、起業の融資供給が不足する。 

中国の中堅・大手企業の自主的研究開発の経費は売上高の 3.8％しか占めていないこ

とに対し、先進国の経験から同比率は 5％以上となったことで、同企業は競争力がある

といえる。小企業の場合、規模の制限もあり、投融資には困難な面がある。多くの銀行

は返済のリスクを考慮し小企業への貸付は慎重である。資金供給は創新にとって最も重

要なリソースであり、不足する場合、人材の確保、設備の購入と技術の導入は不可能で

ある。 

 

（c）政府機能が十分果たさず、創新のためのサービス体制は完備ではない。 

経済発展の管理者及び社会への奉仕者として、政府は創新環境を改善し、革新力を高

めていくべき。近年、中国では起業のニーズに見合った政策公布や、仲介サービス等完

備された公共サービスのプラットフォームが構築できていない。また、政策に係る告知

と説明がタイムリー・十分ではなく、起業の需要を満たしていない。 

 

（d）起業の付加価値サービスが不足し、インキュベーションのレベルが低下。 

2017 年まで、中国には 3255 ヵ所のテックベンチャー育成インキュベーターが存在す

るが、大多数は収益モデルが不明確であり、持続可能な発展能力が不足する等課題に直

面している。加えて誘致能力も限られており、大学新入生の募集拡大により育成された

数多くの人材にすべて対応するのは難しい。 

 

（e）ハードルは高く、創新・起業の主体が活気不足。 

社会全体として、創新の雰囲気は醸成できていない。既存のものに頼りすぎて、人々

の創新の意識、および意欲は弱い。 

 

（３）中央主導・地方政府呼応の産業生態エコシステム支援施策  

2015 年から 2017 年末まで国務院が打ち出した創新・創業関連の公文書

件数は合計 49 件。国務院と各官庁が共同に打ち出した施策は 306 件にの

ぼる。そして、国務院は累計 600 以上の部門行政審査・認可事項が削減さ

れ、非行政許可審査・認可（行政許可法の枠外の行政審査・認可）が完全

に廃止され行政審査・認可事項を撤廃または下部へ移譲した。   
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2017 年、科学技術への国家財政支出は前年比 10.8%増の 7,760.7 億元に

のぼった。関連施策の中、注目すべき支援政策発表は下記３つ：  

①その一：   

2015 年 6 月 11 日、国務院は、「大衆創業、万衆創新を積極的に推進す

る若干の政策・取組に関する意見」国発〔 2015〕 32 号を公布し、「大衆

創業、万衆創新」（大衆の起業、万人の革新）のスタートを宣言した。   

当該『意見』から、中国政府の最高指導者層がイノベーションと起業を

重視する姿勢がうかがわれる。当該『意見』は国レベルでのイノベーショ

ン、起業をめぐる全面的な戦略をはじめて打ち出した。  

（詳細内容付録「大衆創業、万衆創新を積極的に推進する若干の政策・

取組に関する意見」国発〔 2015〕 32 号の概要説明を参照）  

これを受けて、各地方行政部門は 2015 年から 2017 年年末まで相次いで

イノベーション、起業を喚起するための各種施策を講じてきた。  

 

②その二：  

中国共産党中央委員会、国務院が 2016 年 5 月に発表した「国家イノベ

ーション駆動発展戦略綱要」。「 3 歩で進む」目標を提示した。  

1 歩目では、 2020 年にイノベーション型国家の仲間入りをする。  

2 歩目では、 2030 年にイノベーション型国家の上位に食い込む。  

3 歩目では、 2050 年に世界のテクノロジーイノベーション強国になる。 

 

③その三：  

もう一つは 2017 年 8 月、国務院が発表した「イノベーション発展戦略

の実施及び大衆創業、万衆創新の更なる発展を強化するための意見」。創
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新・創業エコシステムの更なる最適化を図り、創新・創業がカバーする科

学技術の範囲の縦軸と横軸を更に伸ばし、これまで以上に創新・創業の効

果を重視する方針である。  
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２．中国独自の創新・創業産業生態エコシステムの現状  

（１）中国創新・創業産業生態エコシステムプレーヤーとモデル基地紹介  

中国でのエコシステムの環境整備は政府主導で提唱、誕生、先導、拡

大、普及というプロセスを踏みながら、施策を実行に移しているが、こ

れらのプロセスを推進するメインプレーヤーはビジネス生態系のプラッ

トフォームとなる。それぞれのプラットフォームを中心に、複数の異な

るハブ企業を結び付け、相互にイノベーションを創発させるインフラを

構築している。  

 

この５つのプラットフォームは中国の創新・創業産業生態エコシステム

のメインプレーヤーとなり、本報告書では下記 A～ F にまとめて整理する。 

プラットフォーム A：大衆創業、万衆創新のモデル基地  

プラットフォーム B：コワーキングスペース（中国語：衆創空間）  

プラットフォーム C：海外連動型人材育成創新・創業基地  

プラットフォーム D：国家認定企業技術センター  

プラットフォーム E：コーポレート・アクセラレーター  

プラットフォーム F：テックベンチャー育成インキュベーター  

プラットフォーム

名称  

基地数  

（ 2 01 7 年 末 時

点 の合 計 ）  

備考  

 

プラットフォーム

A： 

大衆創業、万

衆創新のモデ

ル基地  

（2016 年から

始動 ） 

 

120 ヵ所  

創新・創業産業生態エコシステム柱となるプラッ

トフォーム。  

2016 年 5 月 8 日に国務院弁公庁より「大衆創業、

万衆創新のモデル基地建設の実施に関する意見」

（国弁発 [2016]35 号）公布からスタート。このモ

デル事業により、創新・創業の施策の着実な実施

を促し、創新・創業エコシステムの整備を図る。 
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プラットフォーム

B：  

 

コワーキングス

ペース（中国

語 ：衆創空間 ）  

（2015 年発足 ）  

 

 

 

 

4,298 社  

大量の個人創業を育成する受け皿。インターネッ

ト時代の国民創業に応えるべく、2015 年に李克強

総理はコワーキングスペースの発展を呼びかけ

る施策を打ち出した。創業サービスプラットフォ

ームは、メーカースペース（創客空間、以下同）、

イノベーションワークスなどのインキュベータ

ーの延長線上にあり、市場、専門性、集約及びイ

ンターネットが融合し、イノベーションと起業、

オンラインとオフライン、インキュベートと投資

が一体となった「コワーキングスペース」の成長

を促進。零細企業、スタートアップや起業家個人

に低コスト、高利便性、全方位で包括的なサービ

スを提供するプラットフォームを構築する。  

プラットフォーム

C：  

海外連動型人

材育成創新 ・

創業基地  

（2014 年始動 ）  

 

６ヵ所  

中国科学技術協会が主体で推進きたプロジェク

ト。中国国内と海外での人材誘致と育成、海外の

エコシステムとの連動協業を図る仕組み。海外人

材誘致に向けた低コスト、高利便性、包括的かつ

オープンな、各種環境が整った拠点をめざし、「区

内で登録し、国内外で経営活動を展開」という模

索オフショアモデル。  

 

プラットフォーム

D： 

 

国家認定企業

技術センター  

（2011 年始動 ）  

 

 

 

1276 ヵ所  

2011 年湖南省湘譚迅達集団が国家認定第 1 号か

ら始動。業界のトップ企業から選定して、同業界

でのイノベーション技術開発、実験試作の先導役

割を果たすための企業開発センター。  

国家発展改革委員会、科技部、財政部、海関総署、

国家税務総局の五官庁は国家企業技術センター

の認定にあたる。  

国民経済の基幹産業に関わり、イノベーション力

が強い顕著な業界リーダー企業を技術センター

の設立を国レベルのパイロット事業として認定。

優遇策などのインセンティブを与え、業界の更な

るイノベーション力の向上の推進役を期待  

プラットフォーム

E：  

コーポレート・ア

クセラレーター  

（2000 年発足 ）  

 

400 ヵ所  

中国初のコーポレート・アクセラレーター、大康

コーポレート・アクセラレーター有限公司は 2000

年 4 月上海にて誕生以来、天津、大連等の都市で

も関連方面に関する模索が始まった。 2017 年ま

で、中国におけるコーポレート・アクセラレータ

ーの数は 400 社余りまで増加。  

プラットフォーム

F：  

テックベンチャ

ー育成インキュ

ベーター 

（1987 年から

始動の従来

型 ） 

 

3,255 社  

ハイテク中小企業、テックベンチャーを育成する

支援組織、インキュベーター。従来からのベンチ

ャー育成する受け皿。1987 年第 1 号インキュベー

ター誕生して以来、30 年の間、さまざまなタイプ

の起業を支援し、その支援を受ける企業の数が急

速に伸びている。インキュベーターの運営モデル

は単なる施設の提供から各種付加価値のあるサ

ービスを提供する起業エコシステムにシフトし

ている。  

 

https://baike.baidu.com/item/%E5%9B%BD%E5%AE%B6%E7%A8%8E%E5%8A%A1%E6%80%BB%E5%B1%80
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（２）大衆創業、万衆創新のモデル基地 （プラットフォーム A）の概要説明  

プラットフォーム構築の一環として、「大衆創業、万衆創新のモデル基

地建設の実施に関する国務院弁公庁の意見」国弁発〔 2016〕35 号の公布以

来、 2017 年末時点、国が認定した創新・創業モデル基地はすでに 120 拠点

にのぼった。本報告ではこの創新・創業モデル基地は以下の３つのタイプ

に分類整理する。  

 

①大衆創業、万衆創新のモデル基地の概要 ：３つのタイプ  

タイプ１：創 新 ・ 創 業 の リ ソ ー ス が 集 積 す る 地 域 優 先 型 。  

広州、武漢、北京、上海、杭州等 17 の地域は各地域のアドバンテー

ジがある故に、他の地域や産業に広げられる事例を先にこれらの地域

で推進する。  

 

タイプ２：大学及び研究機関型。  

各地域のモデル基地の強みは政府のリソース調達と配分のあり方に

あるが、大学及び研究機関の強みは知的リソースの創造と共有である。 

 

タイプ３は、イノベーション企業型。  

一部の大手企業、中央企業、地方企業、民間企業は豊かなイノベー

ションリソース、イノベーションプラットフォーム及びイノベーショ

ンツールを有している。これらは社会に向けてオープンにできれば、

より多くの起業家に対するサービスの提供になるに違いない。   

今後、より多くのアドバンテージのある地域または企業が 創 新 ・ 創 業

モ デ ル 基 地 と し て 選出され、全国に普及させる試みを広げていく  

 

②タイプ別の詳細基地状況  

モデル基地はモデル１地域モデル基地、モデル２大学と研究機関のモデ

ル基地、モデル３企業モデル基地の３タイプに分けられるが、詳細は下記

のとおりである。  

モデル基地の

タイプ  

基地数  モデル基地名  

タイプ１ 

地域モデル基

地  

62 北京市海淀区、天津市浜海新区セントラル商務区、

遼寧省沈陽市渾南区、上海市楊浦区、江蘇省常州市

武進区、浙江省杭州市余杭区浙江杭州未来科技城、

安徽省合肥高新技術産業開発区、福建福州新区、河

南省鄭州航空港経済综合实验区、湖北省武漢東湖新

技術開発区、湖南湘江新区、広東省広州高新技術産

業開発区科学城園区、広東省深セン市南山区、重慶

两江新区、四川省成都市郫县、貴州貴安新区、陜西
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西咸新区等  

タイプ２ 

大学と研究

機関のモデル

基地  

30 清華大学、上海交通大学、南京大学、四川大学、北

京大学、河北農業大学、吉林大学、ハルピン工業大

学、復旦大学、上海科技大学、南京理工大学、南京

工業職業技術学院、浙江大学等  

タイプ３ 

企業のモデル

基地  

28 中国電信集団公司、中国航天科工集団公司、招商局

集団有限公司、ハイアール集団公司、中信重工机械

株式有限公司、共享装備株式有限公司、アリババ集

団、中国航空工業集団公司、中国船舶重工集団公司、

中国電子科技集団公司、国家電網公司、中国移動通

信集団公司、中国電子情報産業集団有限公司、中国

宝武鋼鉄集団有限公司、中国鋼研科技集団有限公司

等  

注：詳細は、国務院「大衆創業、万衆創新のモデル基地建設の実施に関す

る国務院弁公庁の意見」を参考  

 

③モデル基地の各タイプ別の事業内容及び目標  

モデル基地の

タイプ  

事業内容  目標  

タイプ１ 

地域モデル基

地  

創新・創業の政策体制

を整備し、行政サービ

スプラットフォーム

を構築。行政下部組織

の許認可項目の削減

と行政簡素化により、

融資難、政策の実施難

などを解決し、創新・

創業をしやすいよう

な環境づくりをする

こと。  

創新・創業リソース集積地域を中心

に、資本、人、技術、ポリシーなどの

リソースを集積し、地域に基づく創

新・創業支援体制と先行事例を形成す

る。  

タイプ２ 

大学と研究機

関モデル基地  

イノベーション人材

の育成及び流動性を

促す体制を整備する

こと。科学技術の事業

化を加速すること。学

生起業支援体制を構

築すること。創新・創

業を支援するサービ

ス体制を整備するこ

と。  

大学と研究機関をはじめとする教育、

科学技術の制度改革を強化し、知的財

産及びイノベーションに対するイン

センティブ・奨励制度を整備。テクノ

ロジー、人的資源を十分に活用し、人

材及び技術におけるアドバンテージ

を産業と経済における優位性に変え

るための成果事業化を促す。中国の特

色ある大学と研究機関創新・創業の制

度体系と成功事例を形成する。  
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タイプ３ 

企業モデル基

地  

創新・創業をしやすい

企業経営体制を構築

すること。従業員の創

造力を引き起こす施

策を講じること。創

新・創業に対する投

資、融資チャネルの充

実化を目指す。企業の

創新・創業リソースの

オープン化を目指す。  

イノベーション力が強く、イノベーシ

ョンの環境整備が整っており、リソー

ス集積力を発揮できるリーディング

企業を中心に、創新・創業を契機とす

る企業のモデル転換を促す。また、技

術革新と制度革新の融合を促し、大手

企業、中小企業が協働してイノベーシ

ョンする制度体系と成功事例を形成

する。  

 

（３）創新・創業産業エコシステムにおける研究開発 （R&D）の現状  

 ①2017 研究開発費総額 1 兆 7500 億元 （約 30 兆円 ）米国に次いで二位。  

中国国家統計局発表の科学技術総合統計年間速報 （ 2018・２月）による

と、中国 2017 研究開発費総額は 2016 年比 11．6％増の 1 兆 7500 億元（約

30 兆円）で、研究開発投入の伸び率が前年より 1 ポイント増加した。世界

的に見れば、中国の研究開発費総額はすでに米国に次ぐものとな っている。 

 2017 年、中国研究開発費の対国内総生産（ GDP）比は前年比 0.01 ポイン

ト増の 2.12%となった。  

注：研究開発費 (R&D)とは、研究開発（ R&D）会計年度内、社会全体の基礎

研究、応用研究及び試験研究に使用する支出のことを指 すとともに、研究

及び試験に従事する人件費、原材料費、固定資産購入費、管理費 等の支出

が含まれ、国の科学研究力及びイノベーション力の評価指標とされている。 

【図 (1)2013 年〜 2017 年研究開発費費総額及び伸び率】  

 

データ出典：中国国家統計局  

2016 年 /2017 年の中国研究開発（ R&D）費支出について、以下の研究開発

（ R&D）の用途種類、研究開発（ R&D）の実施機関、各地域の研究開発（ R&D）

費の拠出と支出状況に分けて考察していく。  
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②研究開発 （R&D）の用途種類  

研究開発（R&D）の種類で言えば、2017年、中国の基礎研究費は前年比 11.8%増の 920億

元となり、研究開発費全体にしめる基礎研究費の割合は前年比 0.1%増の 5.3%となった。 

（2017年の内訳は現時点で発表されていないため、下記では 2016 年を参考にしている） 

2016 年、中国の基礎研究費は 822.9億元、応用研究費は 1,610.5億元、試験研究費は 1兆

3,243.4 億元で、それぞれの占める割合は 5.2%、10.3%、84.5%である。 

【図 (2)種類別で見る 2016 年の中国研究開発費の使用状況（単位：億元）】 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

③研究開発（R&D）の実施主体機関 

研究開発（R&D）の実施主体機関から見れば、創新・創業産業エコシステムにおいて、企

業は研究開発の成果の効率的な活用を促す柱であることが分かる。  

2017 年、企業の研究開発費は前年比 13.1%増の 1兆 3,733 億元となり、2年連続二桁の成

長となったのに対して、政府傘下の研究機関及び大学の研究開発費はそれぞれ前年比 7%、

5.2%増の 2,418.4 億元と 1,127.7 億元にとどまった。 

【図 (3)実施機関から見る 2017 年中国研究開発費の使用状況（単位：億元）】 

 

データ出典：中国国家統計局  
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参考情報：国家認定の企業技術センター（プラットフォーム D）の研究開

発費状況  

1,276 拠点の国家認定の企業技術センターの所属企業の 2017 年、技術セ

ンター研究開発費総額は前年比 9%増の 5,096.8 億元、所属企業研究開発費

全体に占める割合は前年比 0.9 ポイント増の 84.8%になった（国家統計局

の 2017 年調査結果に基づく）  

2017 年、技術センター所属企業の新製品に対する研究開発費は 4,316.9

億元であるが、伸び率は前年比 0.5 ポイント縮小した 9.6%である。新製品

の売上收入は前年比 11%増の 7 兆 9,042 億元であった。  

【図 (6)2017 年国家認定企業技術センターの研究開発費の内訳（単位：億元）】 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

④全中国での特許出願、登録状況  

(a)2017年全中国の国内特許出願審査請求は年間 369.8 万件、登録は 183.6 万件。2017

年末まで、有効特許は 714.8万件、国内有効特許は 135.6万件、１万人あたりの発明

特許保有件数は 9.8件にのぼった。技術契約の締結件数は年間 36.8 万件、契約金額は

前年比 17.7%増の 13,424 億元にのぼった。 

【図 (4)2017 年中国特許出願、登録及び有効特許件数】  

内訳  件数  

特許出願件数  369.8 

うち、国内出願  351.3 

うち、発明特許出願  138.2 

うち、国内発明特許  123.4 

特許登録件数  183.6 

うち、国内登録  170.5 
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うち、発明特許登録  42.0 

うち、国内発明特許  32.0 

年末までの有効特許件数  714.8 

うち、国内有効特許  620.4 

うち、有効発明特許  208.5 

うち、国内有効発明特許  135.6 

 データ出典：中国国家統計局  

 

(b)地域別で見ると、2016 年に全国で一千億元を超えたのは、広東（ 13%）、

江蘇（ 12.9%）、山東（ 10%）、北京（ 9.5%）、浙江（ 7.2%）、上海（占 6.7%）

の 6 省（市）であり、域内総生産（ GDP）比率は全国平均を上回ったの

が、北京、上海、天津、江蘇、広東、浙江、山東、陜西の８省（市）

である。  

【図 (5)地域別で見る 2016 年の研究開発費の状況】  

地  域  研究開発（ R&D）費（億元） 国内総生産（ GDP）比（ %） 

全  国  15676.7  2.11  

北  京  1484.6 5.96 

天  津  537.3 3.00 

河  北  383.4 1.20 

山  西  132.6 1.03 

内モンゴル  147.5 0.79 

遼  寧  372.7 1.69 

吉  林  139.7 0.94 

黑龍江  152.5 0.99 

上  海  1049.3 3.82 

江  蘇  2026.9 2.66 

浙  江  1130.6 2.43 

安  徽  475.1 1.97 

福  建  454.3 1.59 

江  西  207.3 1.13 

山  東  1566.1 2.34 

河  南  494.2 1.23 

湖  北  600.0 1.86 

湖  南  468.8 1.50 

広  東  2035.1 2.56 

広  西  117.7 0.65 
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海  南  21.7 0.54 

重  慶  302.2 1.72 

四  川  561.4 1.72 

貴  州  73.4 0.63 

雲  南  132.8 0.89 

チベット  2.2 0.19 

陜  西  419.6 2.19 

甘  粛  87.0 1.22 

青  海  14.0 0.54 

寧  夏  29.9 0.95 

新  疆  56.6 0.59 

 

（４）コーポレート・アクセラレーター（プラットフォーム E）の状況  

①中国コーポレート・アクセラレーターの発展の歴史、経緯  

（a）中国コーポレート・アクセラレーターの発生要因と特徴 

中国の企業は初期段階、起業期から急速成長段階までにわたり、物理的空間 、

施設 、技術プラットフォーム、投融資 、マーケット・ネットワーク、人的資源等の発展

環境をより高く求めてきた。一方、従来のインキュベーター、大学におけるハイテクパ

ークなどのサービスパターンでは、もはやそれらのニーズに応じられなくなってきた。こ

こ数年、中国のインキュベーターから卒業した企業が人的資源、資金、情報などの

資源に対するニーズが高まりを見せるなか、従来のインキュベーターのサービスでは

もはや対応できなくなり、より高付加価値を提供できるサービス機関が必要となって

きた。そこで、中国コーポレート・アクセラレーターが生まれ始めた。  

 中国でのコーポレート・アクセラレーターがビジネスインキュベーターのヒントを受けて

生まれたものの、コーポレート・アクセラレーターと全く同じではない。大手企業とベン

チャー企業が共同で、新規事業創造やイノベーションを目指すための方法論 となっ

ている。  コーポレート・アクセラレーターの設計理念とは、急速成長の企業に向け、

急速成長の空間とプロフェッショナルのサービスを提供する機能であり、特にリソース

の共有、プロフェッショナルの知識とサービスを提供することである。コーポレート・アク

セラレーターは従来のインキュベーター、ビジネススクール、企業 トレーニング・キャン

プとの間に、サービス対象、機能 ・任務、具体的目標、サービスを提供するスペース

及び提供するサービスにおいて明らかな違いがある。詳しくは以下のとおりである。 
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指標 インキュベーター ビジネススクール トレーニングキャンプ アクセラレータ

サービスタイプ スタートアップ企業
ビジネスシステム理論と方法

を求める個人

急速成長とビジネスグループ

・ソーシャルを求める個人

起業・イノベーション成長期の

企業

機能・任務 革新・起業を促進
関連事例の分析、理論知識の

勉強
考える能力成長

プログラム実践、パートナーとの

勉強、他社とのレーシングによる

アクセラレーション、価値検証

具体的目標
1からの起業をインキュベート

する環境
ビジネス知識の蓄積

CEO個人の考える能力成長を

促進

成長のボトルネックを突破し、リ

スクを抑え、成功を加速させる

スペースの特徴

小規模実体オフィススペース

（衆創空間、コワーキングスペ

ース等の形式）

比較的に特定の実体勉強場所 比較的に特定の実体勉強場所

実体アクセラレート場所を特定し

ない形で、アクセラレート、ディ

スカッション、メンターによる補

助、企業訪問等を提供

サービスパターン
オフィス賃貸と付加価値サービ

スの料金を徴収

教授と専門家による知識教授

、正式ライセンス認証を授与

、料金徴収

的を絞った短期集中トレーニ

ング、料金徴収

　啓発＋方法＋時間＋レーシング

＋精確なリソースマッチングを以

てエクイティか現金と引き替え  

（ｂ）中国コーポレート・アクセラレーターの発展経緯 

中国におけるコーポレート・アクセラレーターの発展経緯は大体三つの段階に分

けられる。   

段階 1. 2000 年から 2006 年までの模索期。中国初の科学技術コーポレート・アクセラレーター、

大康コーポレート・アクセラレーター有限公司は 2000年 4月上海にて設立された。2001年 4月、

北京中関村永豊産業基地発展有限公司が設立された後、科学技術企業のアクセラレータを作り

上げ始めた。また、天津、大連等の都市でも関連方面に関する模索が比較的早く始まった。 

 

段階 2. 2007年から 2009年までの国家試行期。2007年 8月、科学技術部は中関村科学技術園

区永豊産業基地を中国初の「科学技術コーポレート・アクセラレーターを建設するモデルケース」

として正式に承認した。また、2007 年 8 月前後に、科学技術部たいまつセンターは北京中関村永

豊産業基地発展有限公司、および深センハイテク区、無錫新区、西安ハイテク区における科学技

術コーポレート・アクセラレーターを国家試行基地として認可した。その間、長春ハイテク区、広州

開発区科学城、厦門トーチハイテク区、青島ハイテク区、大連ハイテク区、上海

漕 河 涇 開 発 区 、

江 蘇 江 陰 市 経

済 技 術 開 発 区

等 で も 科 学 技

術 企 業 の ア ク

セ ラ レ ー タ が

次 々 と 設 立 さ

れた。  
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段階  3. 2010 年から 2017 年までの高速発展期。国家試行のコーポレート・

アクセラレーターの他に、ますます多くのコーポレート・アクセラレータ

ーが成立され、発展を成し遂げた。結果としてその数が急速に増えてきた。

2010 年から 2017 年まで、中国におけるコーポレート・アクセラレーター

の数は 25 社から 400 社余りまで増加した。  

②コーポレート・アクセラレーター（中国語 ：企業加速器 ）の数  

1987 年から 2016 年末にかけて、全国で科学技術部推進主体のたいまつ

計画（国務院が認可し中国科学技術部が実施したハイテクの産業化、製品

化、国際化を促す技術開発計画）の統計数字に編入されたコーポレート・

アクセラレーターは 400 か所余りとなっている。（出典： 2017 年科学技術

部たいまつハイテク産業開発センター、全国起業・イノベーションのイン

キュベーターの統計）  

③中国でのコーポレート・アクセラレーター種類と状況  

 長年の成長を経て、中国コーポレート・アクセラレーターはそのサービ

スの内容と性質等の特徴が形成されてきた。本報告書では下記 10 社の現状

を図表でまとめた。（詳細は付録参照）  

会社名  

AA アクセラレータ、テンセント AI アクセラレータ、清華経済管理起業者

アクセラレータ、ダークホース学院、 Lenovo の星、創業邦、中関村科学技

術園区永豊産地基地、西安ハイテク区科学技術企業アクセラレータ、深セ

ンハイテク区光明科学技術園科学技術企業アクセラレータ、広州開発区科

学城科学技術企業アクセラレータ。  
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企業アクセラレータの
種類

起業方法を提供
する総合的なア
クセラレータ

産業垂直アクセラ
レータ

コミュニティに頼
り学習型アクセラ

レータ

大学により立ち
上げたアクセラ

レータ

資本と基金機構
が主導するアク
セラレータ

マスコミと宣伝機
構により誕生した
アクセラレータ

政府主導のアク
セラレータ（産業

園区）

育成分野

将来消費のグ
レードアップ、
エンターテイン
メントのグレー
ドアップ、人工
知能＋ビッグ
データ、教育グ

イノベーショ
ン、技術を方向
とする（起業者
の一人が技術専

門家）

分野未限定 分野未限定

文化アイデア、
人工知能、企業
サービス、消費
グレードアッ
プ、新材料など

新技術、新内
容、消費グレー
ドアップ、企業
サービス、医療

健康。

新技術、医療
品、大健康

育成期間 12周（三か月） 4か月 1年 1年 6か月 3か月 1年

株式獲得と学費 株式獲得か学費

株式獲得も学費
もいらない、他
の方法で利益を

得る

学費を取る —— ——
株式取らず、学

費を取る
——

育成基金
（アクセレーターファン

ド）

有。初期段階の
融資とエンジェ
ル融資が受けら

れる。

無 有 有 有 無 有

代表企業名
AAアクセラレー

タ

Microsoftアクセ
ラレータ、

テンセントAIア
クセラレータ

清華経済管理起
業者アクセラ
レータ、北京大
学起業インキュ

ベータ

ダークホース学
院、混沌大学、
碳九アクセラ

レータ

英諾創新学院、
Lenovoの星

 創業邦、火橙創
業アクセラレー

タ

中関村科学技術
園区永豊産地基
地、启迪の星、
上海漕河泾開発

区科学技術企業
アクセラレー
タ、深セン高新
区光明科学技術
園科学技術企業
アクセラレータ  

データ出典： Chinaway 図解整理  
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３．中国における起業支援ベンチャーキャピタルの概要  

（１）中国におけるベンチャーキャピタルの全体発展状況   

企業数及び資本総額の発展状況  

長年にわたる発展を通じ、中国におけるベンチャーキャピタル業界は数

でも資本総額でも、いずれも順調に伸びている。  

①ベンチャーキャピタル数 

中国におけるベンチャーキャピタル総数、成長率 （2006〜2016 年 ） 

 

データ出典：科学技術部  

2006 年から 2016 年にかけて、中国のベンチャーキャピタル数は 345 社

から 2045 社に、1700 社も増加した。年平均成長率は 19%に達した。その中

で、 2010 年の成長が最も速く、その成長率は 50.5%にも達した。  

 

 

②管理資本規模の発展状況 

中国におけるベンチャーキャピタル管理資本額 （2006—2016 年 ）   

 

 

データ出典：科学技術部  

ベンチャーキャピタル数の急速な発展に伴い、ベンチャーキャピタルの

管理資本規模もそれに応じた発展を遂げた。 2006 年から 2016 年にかけ、
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中国のベンチャーキャピタルの管理資本全体規模は 664 億元から 8,277 億

元に増加した。年平均の成長率は 28%に達した。その中で、 2007 年、 2010

年、 2014 年は特に目立った成長スピードを見せた。  

 

（２）中国におけるベンチャーキャピタルの地域的分布の特徴  

全体から見ると、中国におけるベンチャーキャピタルの地域的分布に関

し特徴がある。北京、上海、江蘇省、浙江省、広東省は創業起業・投資機

関が最も多く集まっている集中地域である。2016 年時点で、それらの地域

に集まっているベンチャーキャピタル数は 1300 社余りにも達し、全国総数

の 65%を占めている。  

 

中国におけるベンチャーキャピタルの重点地域分布図  

  

 資金規模からみると、ベンチャーキャピタルは比較的北京、上海、江蘇

省、浙江省、広東省という 5 つの地域に集まっている。その中で、江蘇省、

浙江省のベンチャーキャピタルの規模が比較的小さく、両省に所在するベ

ンチャーキャピタルの 70％が、 5,000 万元から 5 億元までの資金規模を有

している。一方、北京、上海と広東省に集まるベンチャーキャピタルの資

金規模が比較的大きく、同エリアに所在するベンチャーキャピタルの 40%

が 5 億元以上の資金規模を有する。  

 

（３）ベンチャーキャピタルの状況  

①中国のベンチャーキャピタル投資規模の推移（2012～2016 年 ）  
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0

1,000
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4,000

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

中国のVC投資規模の推移（2012～2016年）

VC投資額（億元） 投資案件数（件）
 

データ出典：清科研究センター（清華大学系列の投資ファンド傘下の研究所）  

 2012 年から 2016 年にかけて、中国のベンチャーキャピタル投資規模は

拡大傾向にあった。  

 投資案件数は 1,071 件から 3,683 件まで増加し、投資額は 460 億元から

1,313 億元まで増加した。  
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②中国の業種別ベンチャーキャピタル投資状況（2016 年 ） 
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中国の業種別VC投資案件数（2016年）

 

データ出典：清科研究センター（清華大学系列の投資ファンド傘下の研究所）  

 

 2016 年、中国のベンチャーキャピタルによる投資を業種別の案件数で見

ると、インターネット、IT、バイオテクノロジー /医療・健康が上位 3 業種

だった。  
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中国の業種別VC投資額（億元）（2016年）

 

データ出典：清科研究センター（清華大学系列の投資ファンド傘下の研究所）  

 

 2016 年、中国のベンチャーキャピタルによる投資を業種別の投資額で見

ると、インターネット、バイオテクノロジー /医療・健康、 IT が上位 3 業

種だった。  
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③中国の地域別ベンチャーキャピタル投資状況（2016 年 ） 
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中国の地域別VC投資案件数（2016年）

 

データ出典：清科研究センター（清華大学系列の投資ファンド傘下の研究所）  

 

2016 年、中国のベンチャーキャピタルによる投資を地域別の案件数で見

ると、北京、上海、深センが上位 3 地域だった。  
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データ出典：清科研究センター（清華大学系列の投資ファンド傘下の研究所）  

 

 2016 年、中国のベンチャーキャピタルによる投資を地域別の投資額で見

ると、北京、上海、深センが上位 3 地域だった。  

 

（４）投資対象と業界の特徴  

前述のとおり、2016 年度、ベンチャーキャピタルの投資プロジェクトを

業界別に見ると、主にインターネット、IT 技術、バイオテクノロジー・医



26 

Copyr ight(C)  2018 JETRO. Al l  right reserved  

療健康、電気電子通信と付加価値サービス、エンタテインメント・メディ

ア等の業界に集まり、合わせて 65%以上を占めている。  

 

データ出典：清科研究 ｾﾝﾀｰ（清華大学系列の投資 ﾌｧﾝﾄﾞ傘下の研究所）  

 

（５）ベンチャーキャピタルの種類  

中国におけるベンチャーキャピタルを出資別に見ると、次の 5 種類に分

類される。  

① 政府出資による投資機関 

② 国有企業独資による投資機関 

③ 民営企業資本による投資機関 

④ 外資系企業独資による投資機関 

⑤ 混合所有制による投資機関 

 

2016 年、ベンチャーキャピタルによるプロジェクトの資金源から見ると、

政府出 資及び国有企業独 資が依然として主導的 な地位を占め、 全 体の 約

36.1%を占めている。民営及び混合所有制の企業による資金が 24.02%、外

資系企業が 4.42%となっている。   
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（６）北京、上海と深セン地域における主要なベンチャーキャピタルの状況  

前述のとおり、ベンチャーキャピタルは主に北京、上海と広東省に集中

しており、そこに集まっている投資機関の規模も比較的大きい。北京、上

海と深セン（広東省地域の代表都市）の主要 なベンチャーキャピタルの関

連情報は以下のとおり：  

北京エリアの主要なベンチャーキャピタルの一覧表  

企業名 略称 本部所在地 資金性質 主要投資業界

北京真格天成投資管理有限公司 真格基金 北京 民営

人工知能、企業サービス、医療
健康、エンタテインメント・ス
ポーツ、電子商取引、消費レベ
ルアップ及び教育等

北京革新工場投資中心 革新工場 北京 民営

人工知能、消費レベルアップ、
教育、文化・エンタテインメン
ト、企業サービスとレベルアッ
プ、インターネット金融等。

英諾融科（北京）投資管理有限公司 英諾天使基金 北京 民営 スマート化とコンテンツ

北京聯想之星投資管理有限公司 聯想之星 北京 国有

人工知能、TMT、医療健康、スマ
ートマシン、インターネットに
よる伝統的産業の改造、バイオ
テクノロジー、医療器械等

九合摩宝投資管理（北京）有限公司 九合創投 北京 民営
モビリティインターネットと電
子商取引、医療、金融、教育等

データ出典：清科集団（清華大学系列の投資ファンド） 2017 中国エクイテ

ィ投資年間ランキング -2017 年中国アーリーベンチャーキャピタルトップ

30 における北京のトップ 5 企業   
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上海エリアの主要なベンチャーキャピタルの一覧表  

企業名 略称 本部所在地 資金性質 主要投資業界

上海阿宝兄弟投資管理有限公司 熊猫資本 上海 民営
不動産、自動車、金融、企業サービ
スと物流、健康消費等とインター
ネット

盛山資産管理（上海）有限公司 盛山資産 上海 民営 医療大健康と知能ビッグデータ分野

上海阿米巴投資管理有限公司 阿米巴資本 上海 民営
教育、医療、インターネット金融、
人工知能、ビッグデータ、SNS、広
告技術、企業サービス、新能源等

上海合之力投資管理有限公司 合力投資 上海 民営

インターネット、人工知能、自動
化、金融科学技術、コンテンツ、消
費レベルアップ、ニュー・マテリア
ル、バイオ医療等

上海零頤投資管理有限公司 零一創投 上海 民営

企業サービス（取引プラットフォー
ム、垂直分野SaaSとサプライチェー
ン）、汎エンタテインメント内容と
輸出（中国成功パターンのコピー）

 

データ出典：清科集団（清華大学系列の投資ファンド） 2017 中国エクイテ

ィ投資年間ランキング -2017 年中国アーリーベンチャーキャピタルトップ

30 における上海のトップ 5 企業   

 

深センエリアの主要なベンチャーキャピタルの一覧表

企業名 略称 本部所在地 資金性質 主要投資業界

深セン市前海青松創業投資基金管理
企業

青松基金 深セン 民営
文化・エンタテインメント、教
育・研修、消費レベルアップ、
人工知能等

深セン国金縦横投資管理有限公司 国金投資 深セン 民営 インターネットと新経済分野

深セン前海創享時代投資管理企業 創享投資 深セン 民営

文化・スポーツ・エンタテイン
メント、TMT革新、革新科学技術
、知能ハードウェア、SNSコミュ
ニティ、汎エンタテインメント
逸品IP等

深セン追夢者投資管理有限公司 追夢者基金 深セン 民営

人工知能、物聯網、ロボット、
Fintech、ビッグデータ、AR/VR
、消費レベルアップ 、IPオリジ
ナル等

深セン市徳迅投資有限公司 徳迅投資 深セン 民営
ゲーム、SNSインターネット、イ
ンターネット金融と教育・研修
等  

データ出典：清科集団（清華大学系列の投資ファンド） 2017 中国エクイテ

ィ投資年間ランキング -2017 年中国アーリーベンチャーキャピタルトップ

30 における深センのトップ 5 企業   

 

（７）知的財産権を所有する企業に対するベンチャーキャピタルの評価  

主要なベンチャーキャピタルへの確認を通じ、投資プロジェクトの選定

に当たり、中国のベンチャーキャピタルの基本的なプロセスは、世界にお

ける一般的なプロセスと類似していることが分かった。 基本プロセスは以

下のとおり：  
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 ①企業によるビジネス計画書の提出  

ベンチャーキャピタルのほとんどは、融資を希望する企業に対しビジネ

ス計画書の見本を提供しており、それぞれの基本構造と内容の違いもそれ

ほど多くない。また、企業は計画書を提出する前に、ベンチャーキャピタ

ルとの間で秘密保持契約書に調印する。  

 

②審査、ヒヤリング、査定  

一次審査で通過した申込者に対するベンチャーキャピタルの更なる審査

である。審査内容は幅広く、業務背景、 人物背景、財務報告信頼性、法律

事務の審査、これまでの業務の評価及びデューデリジェンス、業務の現状

及び今後の予定等、プロジェクトの様々な面にわたる内容が含まれる。こ

れは情報をできる限り多く集めるプロセスである。資産評価、査定の方法

として、主にヒヤリング、訪問、照会及び資料収集が含まれる。ヒヤリン

グ対象は申込者、職員、サプライヤー、競合他社及びクライアント、専門

家、会計士、弁護士及び他の関連メンバーと関連機関である。  

 

③デューデリジェンス、資産評価と総合予測。  

リスクの測定と収益の予算を主要対象にする。 ここでは複雑な分析方法

が用いられる。定性的な分析のほかに、定量的分析も多く使われている。

ベンチャーキャピタルのこれまでの経験、ノウハウ、または案件の性質に

より分析方法が異なる。関連市場、用いられる技術、管理、財務及び政策

面におけるリスクは評価対象として考慮に入れる。最終的に、上述の評価

を経た後、最終的な決断を下す段階に入る。どのような投資の切り口とど

のような投資案を選ぶかを決める段階である。リスクの低減とリスクマネ

ジメントの面で非常に重要である。その段階が終わり次第、ベンチャーキ

ャピタルの決定プロセスも終了する。  

上述の投資決定プロセスに際し、ベンチャーキャピタルは主に以下の要

素を評価する：  

（a）起業者評価  

ベンチャーキャピタルに非常に重要視されている要素の一つとして、起

業者の総合能力は同投融資を受けることに対しても同投資プロジェクトの

成功に直接かかわる重要なキーポイントである。  

企業管理チームメンバーのパフォーマンスに対し、外資系ベンチャーキ

ャピタルの場合は最も重視している。面談記録は精神科医の診療日誌のよ

うに、起業者に対し総合的かつ詳細な評価を行っている。一方、投融資を

受けたい起業者に対する中国国内のベンチャーキャピタルの場合の評価は

それほど複雑でなく、起業者に対する主 要評価指標が学歴であり、それに

次ぐ指標が年齢である。  
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(b )投資対象の製品とサービスの技術レベルに対する評価   

製品とサービスに対する評価は、あらゆる審査・調査報告書の中で大半

のボリュームを占め、市場の分析に次ぐ重要な部分である。あらゆるベン

チャーキャピタルのほとんどは、専門家による調査をつうじて製品の技術

レベルを評価している。ただし、中国のベンチャーキャピタルにとって ま

だ利用できる既存の特定技術製品に関する専門家ネットワークが少ないた

め、通常は大学等の高等教育機関における特定分野での先生に助けを求め、

関連技術の専門的鑑定を行ってもらう。  

一方、外国のベンチャーキャピタルは、通常、その国以外の第三者的な

専門評価・測定機関に依頼し、プロジェクトのために技術面にとどまらな

い専門的な評価を行ってもらう。例えば知財、特許等過去のデータに基づ

いて、企業の製品に対しては数学解析法が使われ、過去の業績と市場シェ

アを参考にその製品の競争力を判断する。  

製品とサービスを評価する中で、関連製品及びサービスが先進的な独立

した知的財産権を有しているかどうかは、大多数のベンチャーキャピタル

に重要視されている。その原因は主に以下のとおり三つある。  

 もし他社より先進的な知的財産権を有している場合、早期に技術の進歩による淘汰

がされることがなく、関連の知的財産に関するリスクも避けられる。 

 科学技術レベルの高い知的財産権は、国からより多くの優遇策を享受できる。 

 科学技術レベルが高度であれば高度であるほど、知的財産権が独立し、偽物の確率

も小さくなる。そのため、トップランナーとしてのメリットをより多く享受できる。 

 

（ｃ）市場潜在力の評価   

市場調査に関し、その製品は必ず市場のニーズに合致するとともに、高

い潜在力を有する製品でなければならない。市場で受け入れられるからこ

そ、利益が得られる。製品の利益が得られるからこそ、投資による収益が

生まれる。そのため、調査報告書の中で、市場評価のボリュームが最も多

く占めている。外資系投資機関は市場調査を専門の調査会社に依頼する。

調査会社はアンケート調査、訪問等の方法で情報を収集し、 独自の計算式

でプロジェクトの市場シェア、競争力の数値 化、知名度などを一連の指標

として算出する。また、市場での評価とともに、今後の発展性、方向性に

ついても予測する。ただし、中国においてそのような専門調査機関は多く

なく、それぞれのレベルの間にもギャップがある。また、コストが高く、

調査の中で各指標の基準値も統一化されていない。  

 

  （ d）金融上の考慮  

投資収益に対する評価と今後の予測である。プロジェクトを分析する際
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に、以下の二つの指標が使われる：一つは現金指標。それはタイムバリュ

ーの要素を考慮した指標である。主に正味現在価値、収益性指標、内部収

益率等が含まれる。もう一つは非現金指標。つまりタイムバリューを考慮

しない指標。例えば投資回収期間、予期の収益率等 である。  
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４．各地でのエコステム整備状況・支援機関・人材育成現状  

 

本節では中国エコシステム推進の先行都市となる北京、天津、上海、杭

州、福建、深センの 6 都市・地域を対象として、各都市での大衆創業・万

衆創新の創業モデル基地（プラットフォームＡ）の整備状況、創新・創業

サービス機関の設置状況、増加する研究開発費支出状況、人材の流動性状

況等４つの視点で創新・起業のエコシステム整備状況と各地での支援機関

状況、人材流動、育成等の現状をまとめて整理する。  

 

 

各地の整備状況については特にエコシステムの枠組みの代表となる中国

大衆創業・万衆創新の創業モデル基地（プラットフォーム A）の各地での

分布状況を整理する。  

（１）北京地区のエコシテム状況  

2015 年 10 月、北京市は「北京市人民政府による大衆創業、万衆創新の

推進に関する実施意見」を公表し、国レベルの科学技術イノベーションの

中心的な役割としての北京市の存在感を強調した。  
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①大衆創業 ・万衆創新の創業モデル基地 （プラットフォームＡ）の整備状況  

2017 年 9 月まで、北京市の各種創新・創業モデル基地はすでに 20 ヵ所

を超え、全国の六分の一を占めるにいたっている。（詳細は下記のとおりで

ある）  

モ デ ル 基

地 の タ イ

プ  

拠 点

数  

略称  備考  

 

地 域 モ デ

ル基地  

2 海淀区、順義区  順義区は自らを「実体経済と創

新・創業の融合を目指す産業強

区」と位置づけ、「順義制造」

から「順義創造」へのモデル転

換により、北京市の科学技術イ

ノベーションセンターづくり

をサポートする。  

 

大 学 と 研

究 機 関 モ

デル基地  

5  

清華大学、北京大学、

中国情報通信研究院、

国家工業情報安全発展

研究センター、中国科

学院計算技術研究所  

左記の大学と研究機関を中心

に大学生創業を育成プログラ

ムを導入。（支援組織の確保、

人員、場所、費用。休業期間中

創業実施の場合の学生が学籍

保留制度の導入）  

 

 

企 業 モ デ

ル基地  

13  

 

天科工、中国電信、中

航工業、中船重工、中

国電科、国家電網、中

国移動、中国電子、中

国鋼研、北京有色金属

研究総院、中国普天、

三一重工、 BAIDU 網訊  

BAIDU 網訊（ bdwangxun）公司は、

社内技術、サービス、リソース

を統合し、スタートアップ企業

に対して、クラウドコンピュー

ティングとストレージ、データ

ベース、開発フレームワーク、

ビッグデータ、人工知能分野に

おいてハイレベルの技術とサ

ービスを提供する。スタートア

ップ企業の技術開発における 0

から 1 を生む飛躍をサポート

し、開発コストの削減を助力す

る。  

 

(a)北京 --国際合作創新・創業空間について  

中国 -米国間の企業交流に関して IBM、Oracle 社等は、グローバル戦略の

一環として、中関村に研究開発センターを設置。トップレベルのグローバ

ル研究開発体制における重要拠点として位置づけている。  

北京の中関村ソフトウェアパークは、企業の立ち上げからイ ンキュベー
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ト、アクセラレート、成熟期までの各成長段階の異なるニーズに 即したフ

ルビジネスライフサイクルイノベーション、融資の三位一体を図る体制を

整備している、具体的に言えば、産業研究、スタートアップに対するイン

キュベート、ブランド戦略、人材育成、フィンテ ック、国際協力、技術の

事業化、投資ファンドなどのサービス内容が含まれる。  

うちのスタートアップに対するインキュベートは重要な役割を担うもの

である。中関村ソフトウェアパーク傘下のインキュベーターは国家高新技

術創業服務センター、北京市高新技術産業インキュベーション拠点、北京

留学人員創業園の三者協力によるもので、拠点 +ファンド、インキュベート

プラン、ゴールドシードプラン、 Deloitte（デロイト）高成長 TOP50 プラ

ン、帰国起業インキュベートプランなど 、彼ら独自に設けたプランを通じ

て、スタートアップの成長と発展を支援する。  

（ b）日本との交流について  

一方、中国 -日本間の企業交流に関して天正創智（北京）市場諮詢公司を

日本企業向けサービス窓口会社に認定して、日中スマートファクトリー産

業交流（北京）基地を設置している。  

 

②創新・創業サービス機関の設置状況 

北京市科学委員会傘下の第三セクタとしての北京市生産力促進センター

は創新・創業サービスの総合支援窓口となっている。  

2017 年末まで、北京市にはコワーキングスペース、テックベンチャー育

成インキュベーター、コーポレート・アクセラレーター、大学のサイエン

スパークなどの各種創新・創業サービス機関が 400 ヵ所を超え、敷地面積

は 600 万平米を超えた。また、これまで延べ 3 万社以上のスタートアップ

にサービスを提供した。 2017 年に新たに設置した技術サービス業企業は 7

万社、北京市新規登録企業の前年比 3％増の 36.3%を占めた。  

 

③増加する研究開発費支出状況  

（ a）研究開発費用支出状況  

2017 年、北京市の研究開発費支出は前年比 7.5%増の 1,595.3 億元、北京

市の域内総生産（ GDP）比 5.7%を占める。  

2017 年、中関村国家自主創新モデル区の一定規模以上のハイテク企業の

売上は前年比 11.1%増の 5 兆 1,157.9 億元。うち、技術サービスの売上は

8,327.7 億元にのぼった。  
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【図 (7)2013 年～ 2017 年北京市研究開発（ R&D）費支出状況（単位：億元）】 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

(b)北京市の大手及び中堅企業の費支出状況 

2017 年 1〜 11 月、北京市大手及び中堅企業の研究開発費支出は前年比

11.4%増の 421.5 億元、期間中の発明特許は前年比 22.4%増の 4.3 万件、新

製品売上は前年比 1.7%減の 3,074.5 億元となった。  

(c)支出の規模別：企業の規模から見れば、大手企業の研究開発費支出は前年比 12.3%増の

302.9 億元、中堅企業は前年比 9.3%増の 118.7億元である。 

(d) 国内外別：国内外別に見れば、中国国内企業の研究開発費支出は前年比21.3%増の252.6

億元、香港、マカオ、台湾地域の企業は前年比 3.2%減の 44.5億元、外国企業は前年比 0.3%

増の 124.4億元である。 

④人材の流動性状況  

2017 年、北京市都市部の新規雇用者数は 42.2 万人、登録失業率は 1.5%

となり、雇用状況は全体として安定している。  

(a)2017 年、北京市研究開発（R&D）内で研究開発に従事する人数は前年比 3.9%増の 38.8

万人、1万人あたりの発明特許保有量は前年比 23.1%増の 94.6件。 

(b)大衆創業、万衆創新：2016 年、北京市新規登録企業は前年比 9.4%増の 22.2万社、うち、

ハイテク企業は前年比 23.2%増の 8 万社、全体の 36.2%を占めている。 

（c）2017 年、中関村国家自主創新モデル区の売上は前年比 12.0%増の 4 兆 5,721.6 億元、

うち、技術サービスの売上は前年比 7.4%増の 7,115.3 億元となった。 
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（２）天津地区のエコシテム状況  

2015 年、天津市は「濱海新区セントラル商務区を創新・創業特区にする

方針」（津党庁 [2015]41 号）、「創新・創業特区づくりにおける雇用と戸籍

管理に関する天津市公安局の実施方針」（津公人口 [2016]168 号）、「天津市

創新・創業モデル基地の雇用と戸籍政策の実施細則」など一連の公文書を

公布した。  

大衆創業・万衆創新の創業モデル基地（プラットフォームＡ）は、イノ

ベーション型産業の活性化、支援環境の充実化、サービス体制の整備によ

り、イノベーションをしやすい環境づくりをし、サービス型行政へのモデ

ル転換を加速する方針である。  

2018 年、モデル基地は更に国際的、ハイレベルのイノベーションリソー

スを集積させる。 6,000 企業以上のスタートアップ入居企業を集める目標

とする。そのうち代表企業 60 社の支援対象を選定し、コワーキングスペー

ス運営会社 25 社、エンジェルキャピタル 200 社の入居を目指し、創新・創

業モデル基地の成功事例として、全国に広げていけるようなブランド力を

発揮していく方針である。  

 

①創新 ・創業モデル基地の整備状況  

2017 年 9 月まで、天津市の大衆創業・万衆創新の創業モデル基地は 2 ヵ

所になっている。  

モデル基地   

タイプ  

拠点数  略称  

地域モデル基地  2 天津市濱海新区セントラル商務区  

天津濱海高新技術産業開発区  

大学と研究機関

モデル基地  

0 —— 

企業モデル基地  0 —— 

 

(a)イノベーションしやすい環境づくりを中心に、以下の五つの面でパイロット事業を展

開していく：１、イノベーションを支援する地方行政。２、投資、融資面の支援体制。３、

イノベーションを支援するハイレベルのプラットフォーム。４、持続可能なイノベーショ

ンをサポートする風土づくりとエコシステムの構築。５、イノベーションによる新企業、

新業種の育成。 

(b)天津市濱海新区センントラル商務区が大衆創業・万衆創新の創業モデル基地に認定さ

れて以来、計 5,303社以上の企業が新規登録され、うちイノベーション型企業は 3,409社、

全体の 64%を占めるにいたっている。主としてフィンテック、国際貿易と越境 EC、ITの三

つのクラスターを形成している。 
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入居したコワーキングスペースは 16社、うちテンセント、魚塢、中鋼科德、アリババ傘

下のクラウド会社（aliyun+ucommune）など 11社運営のコワーキングスペースはすでに運

営開始している。傘下の登録企業は計 671 社、資本金総額は約 80億元である。そのうち 274

社はパーク内にオフィスを構える。コワーキングスペースが提供・運営するレンタルブー

スは 2,500を超え、売上総額は約 7 億元である。 

 

②増加する研究開発費支出  

2016 年、天津市の研究開発費支出は前年比 5%増の 537.3 億元である。  

【図 (8)2013 年～ 2016 年天津市研究開発（ R&D）費支出状況（単位：億元）】 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

2016 年の特許出願数は 10.65 万件、特許登録数は 3.97 万件、うち発明

特許は 5,185 件。2016 年末までの有効特許は 12.48 万件、うち発明特許は

2.27 万件となる。  

2016 年末まで、天津市には国家重点実験室（ 1984 年から科学技術部、

教育部 と 中国科学院 等が 中心となり開始した 国 家重点実験室プロ ジェク

ト） 12 ヵ所、各官庁レベルの重点実験室 49 ヵ所、国レベルの工程（技術）

研究センター 36 ヵ所、国家認定の企業技術センター 45 ヵ所がそれぞれ設置

された。  

 

③人材の流動性状況  

優秀な人材を招致するための雇用と戸籍政策により、2017 年、計 31,079

人を天津滨海新区に招き、多くの技術者とマネジメント人材を確保した。  

(a)濱海新区の戸籍政策  

現在濱海新区の戸籍政策は次の内容を含む：民生及び企業への訴求を重視

http://www.spc.jst.go.jp/policy/science_policy/organization/org_12.html
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し、人材招致に伴う不動産購入時の戸籍登記制度、戸籍登記におけるポイ

ント制の導入、優秀人材の招致に伴う戸籍登記制度、大卒・院卒による戸

籍登記制度、配偶者、父母、子女の住居に戸籍登記する制度、高額納税事

業者の雇用者戸籍登記制度。  

 

(b)天津市濱海新区セントラル商務区-于家堡 

■受付業務及び管理方法の標準化、審査業務の効率化、サービスのレベ

ルアップ、財務情報のオンライン公開などの面から許認可をめぐる行

政改革を加速する。  

  「創新・創業通」プラットフォームにより、便利で包括的な代理サ  

ービスを提供する。 2016 年まで登録ユーザーは 1,834 を超え、企業  

の行政コスト削減は計 154.6 万元にのぼった。  

 

■現在同セントラル商務区で運営開始したコワーキングスペース 8 社は、

異なったサービスの特徴を有する。例えば、テンセントコワーキング

スペースはネットユーザーに基づくデータの強みを生かした付加価値

サービスの提供を目指す。バウヒニア（ Bauhinia）コワーキングスペ

ースは育成 +インキュベートを二本柱にし、融資プラットフォームの

活用や産学連携における成果の事業化促進に長けたスコワーキングス

ペースである。  

■ 2018 年までに、トップクラスの起業家 50 人、起業を志向する帰国留

学生 200 人、若手起業家 1,000 人、各種スタートアップの従業員 5 万

人を招致する予定である。  

 

(c)天津濱海高新技術産業開発区  

■2016年まで、天津市が認定したコワーキングスペースは 106社、うち 55の郊外コ 

ワーキングスペースにはすでに 5,400名以上の起業家、1,200近くのスタートアップチ 

ーム、1,200近くのスタートアップ企業が集積している。 

■2016年、天津開発区の研究開発費支出は計 140 億元。現在まで、天津開発区には各種

インキュベーター機関 15 社、国と天津市レベルの研究開発機関 59 社、国家認定の企

業技術センター60社、海外資本による研究開発センター58社が展開している。 

 

（d）創新・創業特区における「雇用者戸籍登記制度」の実施 

「創新・創業特区づくりにおける雇用と戸籍管理に関する天津市公安局

の実施方針」によれば、創新・創業特区内の登記企業の場合、資本金が 5,000

万元以上または年間納税額が 1,000 万元以上の事業者であれば、割当比率
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5:5 で雇用者の戸籍登記を申請できる。成長型零細企業の場合、5 年以内で

納税額が 100 万元以上増加した場合、 100 万元の増額につき、投資家、役

員または法人代表者本人ならびに家族の中から 1 名の戸籍登記を申請でき

る。各種人材が創新・創業特区で就職または起業する場合、現行の人材招

致策に則って戸籍登記の申請ができるほか、年齢及び学歴条件が緩和され

た優遇策を享受できる。天津に不動産を購入していない人材または家族が

戸籍登記を申請する場合、過渡的な優遇策として、招致人材専用マンショ

ンへの入居を申請できる。イノベーション型企業及び人材の戸籍登記の最

大限の便宜を図るため、上記複数の条件を満たした場合、複数利用ができ

るとする。現在まですでに 600 名近くの人材は上記政策を活用している。  

 

（３）上海地区エコシステム状況  

上海では、全面的なイノベーション改革を試験的に展開。世界的に影響

力を持つ科学イノベーションセンターを誘致し張江綜合型国家科学センタ

ーなどを積極的に推進させることにより、技術へのイノベーション力やク

リエイティブ科学技術体制への構築を目指し、創新・創業環境づくりに尽

力している。  

①創新 ・創業モデル基地の整備状況  

2017 年 9 月まで、上海には既に７ヵ所の大衆創業・万衆創新の創業モデ

ル基地（プラットフォーム A）がある。  

モデル基地タイプ  拠点数  略称  

地域モデル基地  2 上海市楊浦区、上海市徐匯区  

大学と研究機関モ

デル基地  

4 上海交通大学、復旦大学、上海科技大学、

中国科学院上海マイクロシステム・情報技

術研究所  

企業モデル基地  1 中国宝武鋼鉄集団有限公司  

 

（ a)上海楊浦区による創新・創業指数報告では、2013 年を基準とした場合、

2017 年の楊浦モデル基地の「創新・創業指数」は 2013 年の 100 に対して

51％増で 151.0 となった。  

現在、上海楊浦区の創新・創業関係施設は 162.3 万 m２ に達した。、うち

科学技術園区（老朽工場改造込み）が 94.3%となっている。、科学技術型

企業は楊浦区の新たなイノベーション特徴となった。また、区内１万人当

たりの発明特許保有件数は 59.36 件となった。  

 

(b)2017 年上半期まで、上海市はコワーキングスペースを運営する会社は

500 社を超えている。その中、インキュベートルーム支援会社が 100 社、
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テックベンチャー支援のインキュベーターが 159 社、アクセラレータが 14

社、メーカースペースなど新型インキュベーターが 250 社。入居している

テックベンチャーが 12,000 社以上となっている。  

 

②増加する研究開発費支出  

2016 年、上海の研究開発経費は前年比 10.8％増の 1049.32 億元となった。  

「図(9)2013年～2016 年上海市研究開発（R&D）費支出状況（単位：億元）」 

 

データ出典：中国国家統計局  

2016 年 特許出願申請件数は 131,746 件、うち、発明特許 出願 件数は

54,633 件である。年間の特許登録件数は 70,464 件、うち、発明特許登録

件数は 20,681 件、年間 PCT 国際特許出願件数は前年比 34.6％増の 2,100

件となった。年末まで、上海全体の有効発明特許は 100,433 件に達し、１

万人当たりの発明特許保有件数は前年比 17.9％増の 41.5 件となった。  

 

③人材の流動性状況  

(a)上海はより競争力のある人材を招致する体制を構築。  

海外・国内向け人材の招致体制はおおむね構築された。公安部 12 項目の

入出国管理法、条例、実施細則に基づき、科学イノベーションセンター整   

備を目的とする入出国旅券を 50.21 万部発行し、科学イノベーション人材

招致新政策の市場化認定により 439 人の海外ハイレベル人材に対して永住

権を付与し、新政策実施前に対して 8 倍増加。国内人材招致の市場評価体

制も整え、市場が本位となる人材招致の評価メカニズムを補完する。 2015

年 11 月から今まで、国内科学イノベーション人材招致新政策による人材招

致人数は 6,400 人。  



41 

Copyr ight(C)  2018 JETRO. Al l  right reserved  

(b)大学等教育機関の人材育成能力、社会貢献の役割も重要性が増しており、

人材育成や移動・評価制度も日々改善されている。「高峰高原 1」計画によ

るハイレベル人材招致人数は 390 人。  

(c)人材招致面におけるサービス体制の整備。  

創新・創業人材の環境をさらに改善すべく、海外人材招致、雇用者戸籍

登記政策、国際試験区、人事評価制度など 30 に及ぶ関連項目について言及

した人材「 30 条」政策を策定した。  

「外国人入境就業許可」及び「外国専門家入国就労許可」の一体化への

試みを実施し、海外人材居住証（ B）の有効期限を最長 10 年まで延長した。  

(d)海外人材・ハイレベル人材を招致するためのキャパシティビルディング

を強化して、２段階に分けた 22 条の海外人材入出国政策を試行し、海外

からの人材を 110,426 人招致した。2017 年、中国科学院と中国工程院の

院士 2として 13 名が当選され、全国の 10.2%を占める。  

 

（４）杭州地区のエコシステム状況  

今後 5 年間、浙江省は地元の特徴を持つイノベーション体系を構築する。

2018 年 1 月、杭州で開かれた「浙江科学技術創新・知的財産権業務会議」

は「 1310」活動計画が提出された。  

浙江省は、既に発展の方向転換・経済構造の最適化・成長駆動力転換の

重要な時期に突入した。「インターネット＋」建設を加速化し、 2022 年ま

でに、研究開発（ R&D）への経費支出額を国内総生産（ GDP）の 2.8%、科学

技術の経済成長に対する貢献率を 65％、ハイテク産業の工業成長（一定規

模以上の工業）での占め率を 42％に持ち上げる見込み。  

 

浙江省は科学技術創新 2018 年～ 2023 年までの活動を「 1310」という。  

「 1」：浙江省を代表する地域的特徴のあるイノベーション体系を１つ構築

して、「産学研用金、材政介美雲 +連動（つまり産業・学術・開発・成果活

用・金融助成策と人材・政策・仲介機構・環境・クラウドサービスの上に

協同体制構築）」といった創新・創業エコシステムを整備する。  

「 3」：産業イノベーションにフォーカスを当て、①産業発展を支える大型

基礎研究用プラットフォーム、②ハイレベルのイノベーション用プラット

フォーム、③ハイテク産業発展用プラットフォームを構築する。  

「 10」：十大科学技術イノベーション活動を実施する。科学技術成果の商

用化や科学技術型企業の育成、ハイテク産業発展活動などが含まれる。  

 

                                                   
1注：世界最先端ハイテクを目標とする上海市 が実施するプロジェクト。 
2注：アカデミードクター。  
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①創新 ・創業モデル基地の整備状況  

 浙江省は「コワーキングスペースの発展・大衆創業万衆創新に関する意

見」を作成し、「職場登録」を全面展開していく。全市には、市級コワー

キングスペースが 106 ヵ所あるが、うち、国家級コワーキングスペースが

35 ヵ所、省級優秀コワーキングスペースが 12 ヵ所ある。  

 

2017 年 9 月まで、杭州では大衆創業・万衆創新の創業モデル基地（プラ

ットフォーム A）が既に 8 ヵ所ある。   

モデル基地タイ

プ  

拠点

数  

略称  

地域モデル基地  4 浙 江省 杭州市 余杭 区の浙 江杭 州未 来

科技城、浙江省杭州経済技術開発区、

浙江省嘉興南湖高新技術産業園区、浙

江省寧波市鄞州区  

大学と研究機関

モデル基地  

2 浙江大学、中国科学院寧波材料技術と

工程研究所  

企業モデル基地  2 アリババ集団、万向集団公司  

 

(a)浙江省杭州 経済技術開発区 -下沙ハイテク産業の生産高が 47％にのぼ

り、新製品の生産高も 20%以上の成長ぶりを有する。 10 以上の国内外のト

ップクラスの科学研究所を保有する。各種の創新・創業プラットフォーム

（園区） 30 ヶ所、 100 万 m２を保有する。  

綜合的な実力の評価は「浙江省開発区の中で十年連続で 1 位」となってい

る。全国 219 の国家級経済技術開発区内で第一陣に入り、長江経済帯域国

家級経済転換グレードアップモデル開発区に当選された。  

 

(b)浙江省杭州市余杭区の浙江杭州未来科技城は、創新・創業に適切な資源

と戦略的地理位置を有するため、創新・創業型人材に恵まれている。多角

的な創新・創業プラットフォームが構築でき、「インターネット＋」を 主

体 とす る産業群を構成し ている。海外ハイレベ ル人材の招致人数 は 累計

1,997 名、創新・創業事業 5,000 件以上、アリババ集団の 26 社のアリ創新

センターも区内に設立され、モバイル関連の新規企業を 400 社以上育成し

た。  

 

(c)アリババ集団は創新・創業モデル基地を建設するロードマップとして

「科学技術・ビジネスを包括したエコ的ダブルエンジン」を策定した。 創
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新・創業者のため、開放的・透明的・協同的な商用インフラを整える。ま

た、クラウドコンピューティング・ビックデータ・ Yun OS などの技術を基

盤として、「科学技術型企業のインキュベーション」をメインとする科学

的なイノベーションサービス用プラットフォームを構築する。同時に、 E

コマースを物流、ネット金融、ビックデータ・クラウドコンピューティン

グ、国際貿易、デジタルエンターテインメント、健康等のサービスプラッ

トフォームをつなげることで、多様な創新・創業サービス用エコシステム

を構成する。  

 

②増加する研究開発費支出  

2016 年、杭州は研究開発への経費支出が 346.36 億元、前年比 12.54%増

加した。  

「図 (10)2013 年～ 2016 年杭州市研究開発（ R&D）費支出状況（単位：億元）」 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

(a)科学技術と金融の融合。2017 年まで、ベンチャーキャピタルファンド及びエンジェル

キャピタルファンド企業 87 社に対してライセンスを発行した。ファンドの規模は 90.9 億

元で、既に 499 件の投資が行われ、投資金額は 38.19 億元に達した。科学技術委員会主催

のもと、海外で設立した米国シリコンバレーインキュベーターによる海外ハイテク創業事

業は 200以上あり、杭州に現地化済みまたは現地化意思のある海外事業は 83件あり、確実

に現地化したハイテク事業は 21件ある。 

 

(b)協同・イノベーションの強化、産学研間協力の更なる多様化。「出て行き、入ってくる」

ことに着目。国際協力を強化し、積極的に国際科学技術資源を探り出す。オランダ親王や

米国 cupertino 議員が国家間の科学技術協力を協議した。国内企業の海外進出を奨励し、



44 

Copyr ight(C)  2018 JETRO. Al l  right reserved  

省・市を上げて国内企業の海外研究機構の設立をサポートする。事実、吉利ホールディン

グスのスウェーデン研究開発センターの設立や聚光科学技術公司のオランダでの海外研究

センターM＆A等をサポートした。 

 

③人材の流動性状況  

(a)浙江省杭州経済技術開発区 —下沙高新技術区  

 2017年まで、ハイレベル人材を延べ 974 名招聘した。「国家千人計画」、「省千人計画」、

「市 521」等3の施策を通じ、トップランナー型人材 102 名を招聘し、浙江省リーディング

型創新・創業チーム４つを選出した。 

 (b)浙江省杭州市余杭区にある浙江杭州未来科学技術城は、中国中央組織部指定の国家級

海外ハイレベル人材創業新拠点として、「人材科学技術資源集合体、人材体制の活発化、

人材公共サービスの良質かつ利便性、人材創新・創業の活発化」を理念とする人材特別区

である。海外ハイレベル人材の招致について、2015年末まで、海外ハイレベル人材は 1,817

名、中国科学院・中国工程院院士 10名の招聘を実現させた。うち「国家千人計画」人材は

86 名、「省千人計画」人材は 115名であり、海外留学生の帰国創業プロジェクト 483件を

招致した。 

（c）杭州市のインターネット関連の創業企業群の優位性を生かして、馬雲氏・汪力成氏と

いった創業・創新活力のある人材の科学技術城での投資招致に成功した。浙江大学・浙江

工業大学・杭州電子科学技術大学・杭州師範大学など教育機関を背景に、創業・創新拠点

としての夢想小鎮・アリババ西渓園区科学技術城ではそれぞれ 4,000 名、17,000 名の関連

人材の雇用を創出し、未来科学技術城の人材を確保した。 

2015 年末まで、未来科学技術城では創業・創新型人材は 30,000名である。 

 

（５）福建地区のエコシステム状況  

①創新 ・創業モデル基地の整備状況  

2017 年 9 月まで、福建省は大衆創業・万衆創新の創業モデル基地（プラ

ットフォーム A）が 6 ヵ所整備された。  

モデル基地タイ

プ  

基地

数  

略称  

地域モデル基地  3 福建福州新区、福建省アモイ炬火高

新技術産業開発区、福建省泉州市豊

澤区  

大学と研究機関

モデル基地  

3 華南理工大学、華僑大学、福建省大

学生創新・創業拠点  

企業モデル基地  0  

                                                   
3注：国・省・市の優秀人材招致プロジェクトのこと。  
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(a)福建省泉州市豊澤区では、既に「創新・創業」を主旨とする施設が 200

万 m 2 以上建設され、１万人以上のメーカー（創客）が入居している。８の

産業園区が企画・建設されており、 750 社の企業が入居、従業員は 1.3 万

人である。建設済みコワーキングスペースは 30 ヵ所、科学技術型企業イン

キュベーターは 10 ヵ所あり、うち、国家級コワーキングスペースは 4 ヵ所、

国家級科学技術型企業インキュベーターは 2 ヵ所ある。華中科学技術大学

のスマート製造研究院、ハルビン工業大学エンジニアリング研究院、南京

大学環境保護産業研究院など 17 社の科学技術イノベーションプラットフ

ォームや新型科学技術研究所を招致し入居した。省級重点実験室やエンジ

ニアリング研究センター等科学研究開発プラットフォームを新たに 21 社

増やした。  

 

(b)2017 年まで、福建省アモイ炬火ハイテク区には、国家認定の企業技術

センター 5 ヵ所、省レベル認定の企業技術センター 15 ヵ所、博士後科学研

究事業所 10 ヵ所、清華海峡研究院等綜合型イノベーション拠点 20 ヵ所、

国家級、省級、市級コワーキングスペース 90 ヵ所あるが、うち、国家級は

8 ヵ所である。創新・創業インキュベーションエコシステム の構築により、

炬火ハイテク区から人材・技術・市場・資金など企業発展に必要な要件を

全面提供する。  

 

②増加する研究開発費支出  

「福建省イノベーションエンジン発展戦略の実施、イノベーション型省

の建設に関する決定」に基づき、2020 年までに、全省域内総生産（ GDP） 当

たり研究開発（ R&D）経費を全国平均レベルまで向上させる。  

2016 年、省内研究開発（ R&D）経費金額は 454.29 億元、福建省の域内総

生産の 1.59%を占めた。 2017 年研究開発経費支出は前年比 14.5％増の 520

億 元にのぼ ると予測 され、 同 省域内総 生産 の 1.61%とされる 。研究開 発

（ R&D）域内総生産（ GDP）  
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「図 (11)2013 年～ 2017 年福 建省研究開発（ R&D）研究開発費支 出状況（単位 ：億元）」 

 

データ出典：中国国家統計局  

 

「図 (12) 2016 年福建省各市研究開発（ R&D）費支出状況（単位：億元）」  

 

データ出典：中国国家統計局  

 

(a)福建省は既に、 30 の省級産業技術重大研究開発プラットフォーム

と 22 の産業技術公共サービスプラットフォーム、 30 の省級産業技術

イノベーション戦略コンソーシアムを完成させている。これらプラッ

トフォーム等に対し、国家級重点実験室 10 ヵ所、省級重点実験室 204

ヵ所、国家級エンジニアリング技術研究センター 7 ヵ所、省級エンジ

ニアリング技術研究センター 521 ヵ所、省級新型研究開発機関 30 社を

招致した。  
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(b)国家特定モデルコワーキングスペース 3ヵ所、国家登録済みのコワーキングスペース 52

ヵ所、省級コワーキングスペース 178 ヵ所を建設した。登録済みの科学技術企業インキュ

ベーターは 165 ヵ所あり、そのインキュベーション面積が 261 万 m2、インキュベーション

中の企業が 4,549 社あり、7億 8,600万の雇用を創出した。 

（c）2017年末まで、福建省の発明特許は前年比 30.3％増の 31,006 件だった。１万人当た

りの発明特許件数は 8,004 件、前年比 1,806 件増加した。年間の技術関係契約は 6,008 件

あり、取引額は 103.28 億元にのぼった。 

(d)知的財産権への保護と活用メカニズムを改善する。新区では、国家級・省級・市級知的

財産権モデル企業（機構）と評定された企業に対して 10～30万元の賞与制を実施する。 

 

③人材の流動性状況  

(a)福建省はアモイ炬火ハイテク区において、定着型企業 40 社とガゼル企業 100 社、科学

小巨人企業 100 社の育成に力を注いている。あわせて、炬火ハイテク区では、「人材牽引」

戦略を打ち出し、2017 年までに「国家千人計画」の創業人材９名と、省「百人計画」創新・

創業人材（チーム）の 47名を育成した。これらはそれぞれ市全体の 81%、42%を占める。 

 (b)創業サービスを充実させる。福州市は、台湾青年創業就職サービスセンターを設立し、

新区での創業就職を目指す台湾青年を対象に政策的支援、事業間のマッチング、工商事務

用ネットワーク等のサービスを提供する。これまで 89 件の台湾青年創業就職に協力した。 

 (c)両岸青年の往来に伴い、福州新区内には両岸衆創優空間4や福州台湾創業創新創客5拠点 

など多くの「台湾青年創業拠点」が設置されるようになった。現在、台湾青年創業企業 226

社、台湾青年創業団体 49 社、台湾青年自営業業者 34 人が入居しており、区内で創業・就

職・インターンに携わる台湾青年数は延べ 603人となっている。 

 

（６）深セン地区のエコシステム状況  

①創新 ・創業モデル基地の整備状況  

2017 年 9 月まで、深センは大衆創業・万衆創新の創業モデル基地（プラ

ットフォーム A）を 5 ヵ所建設完了した。  

モデル基地タイプ  拠点

数  

略称  

地域モデル基地  2 広東省深セン市南山区、広東省深セン市福田

区  

大学と研究機関モデ

ル基地  

1 中国科学院深セン先進技術研究院  

企業モデル基地  2 深セン市テンセント計算機系統有限公司、招

商局集団  

                                                   
4注：固有名詞、コワーキングスペース  
5注：固有名詞、メーカースペース  
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(a)福田区：華強北国家メイカーセンター、賽格コワーキングスペース、HAX 国際ハー

ドウエア・イノベーション系アクセラレータ等のメイカー拠点構築に注力している。 

(b)中国科学院深セン先進技術研究院は、2016年末まで、傘下のメイカー育成学院がハ

イテク創業社を 171 社育てた。うち 18％以上の企業はエンジェルキャピタルまたは上場に

成功した。 

 

②科学技術研究開発投資  

2017 年、深センの研究開発投資総額は 900 億元を上回り、域内総生産  

比の 4.13%までにの ぼった。 研究開 発への 投資規模 は北京の 次となる 。

HUAWEI、ZTE、テンセント、BYD 等の国際企業による深セン域内総生産（ GDP）

成長への貢献は大きいと言える。  

図 (13)2013 年～ 2017 年深セン市研究開発（ R&D）費支出状況（単位：億元） 

 
データ出典：中国国家統計局  

 

2016 年、深セン市国内特許出願件数は 145,294 件、 37.7%増加した。国

内特許登録件数は 75,043 件、 4.1%増加した。  

 

③人材の流動性状況  

2017 年、深センは海外留学生の帰国人数が 18307 人に達し、過去最大となり、（2016 年

10509 人）、同期比 74.2%増加した。2017年末まで、深センの留学生帰国人数はほぼ 10万人

である。人的資源と社会保障局の統計によると、2017 年、帰国した留学生のうち院生以上

学歴人材は総人数の 82.0%を占める。欧米等先進地域から帰国した留学生が殆どである。複

数の学位を取得した人材がいれば、学科を跨る専門人材、多国語を堪能する複合型人材も

多くいる。また、帰国留学生の年齢も若齢化しつつ、35歳以下が主体となっている（94.0%）。 
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（a）深セン先進院の「創新・創業」モデル基地においては、「１本部＋１専門サービス機

関＋５イノベーションキャリアー」のような創新・創業エコシステムを建設し、毎年百人

の帰国留学生招致と 300 人の院生育成を目標とする。中科メイカー学院では数万人規模の

「創新・創業」人材を育成し、多角的人材育成メカニズムを構成している。従業員と学生

の創新・創業を薦め、地域社会資源に相応しく影響力のある産業群育成を目指す。 

 

(b)「メイカーの城」は、既に深セン市のシンボルとなっている。豪州からの Mike Reed 社

は、福田華強北 HAXインキュベーター構内に定着した。Mike Reedの話によると構内は電子

産業チェインが整いでおり、世界最大の電子市場があり、これらに相応わしい創新・創業

者達が集まっているという。 
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５．イノベーションセンター、拠点海外人材の流動性  

2016 年末まで、中国人留学生の帰国者総数は 265.11 万人にのぼり、2012

年の 72.38%から、 2016 年の 82.23%に上回り、新中国建国以来最大の帰国

ブームを迎えつつある。  

公安部・発展改革委員会が共同策定した「新型都市化建設に関する意見」

は、国務院に採択され印刷・配布された。これにより帰国留学生の戸籍登

記制限が排除され、効果を出している。北京の場合は、数年間で 6000 人以

上の帰国留学生が北京戸籍に登記した。  

（１）帰国留学生及び華僑の起業に対する支援、規制緩和  

華僑・華人がわが国で起業する際の総合サービス体制を構築し、すでに

一部の地域で試行している海外人材優遇策を順次に広げていく。帰国留学

生の就職と起業を促進し、知的財産権などの無形資産に対し出資し、起業

することを奨励する。帰国留学生の学歴認証などの手続きの簡素化と行政

コストの削減を図り、法に則って、国レベルの重要人材の招致プランに基

づき人材を招致し、政府機関が認定したハイレベル留学生に対して永久居

住権  の申請手続き上の便宜を図る。より多くの人材が流れ込み、創新・

創業に参加するような人材招致と支援策を着実に実施する。  

 

①多部門間の協力を通じて留学帰国者が創新・創業する場合のバリアを除去 

 (a)2015年、7 種類の 3647社の研究機関を在中国永住外国人人材採用として適用範囲に入

れた。また上海科創センターや北京中関村等における就職制限業種と職務制限、居住期限

延長等いわゆる永住規制を緩和した。外国籍を取得した華僑・華人を対象に関連政策や申

請手続をも簡素化した。 

 

(b)外国籍所有者の株式所有や輸出ライセンス等への規制を緩和し、さらに、華僑・華人帰

国起業者の A市場株式所有方法とチャネルを検討している。 

 

(c)国家知的財産権局は知的財産権担保融資を推進し、2016 年、国内知的財産権担保融資額

は 1000億元である。CBRC（中国銀行業監督管理委員会）は、各地銀行金融機関による創業

者に対する資金支援を推奨する。如商銀行が打ち出した「創業・助力貸」は、計画中また

は進行中の創業または経済転換を目指す企業や個人に適用し、申請者が創業プランや営業

許可書を以て最高 1000 万元のローンを申請できる。 

 

②外国籍人材を招致する目的で、就労用査証制度の最適化 

外国人の中国国内就職の活発化を図り、中国は就労用査証制度を見直し、現行の２種類

の外国人向けの就労許可書を１本化に統合した。ハイエンド人材に魅力的な環境を作り、
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中国市場需要に見合わせる、より多くの外国人人材を集め、中国の発展に貢献していくこ

とを目指す。 

2016 年 10月以降、まずは北京、天津、河北、上海、安徽、山東、広東、四川、寧夏等地

域で試行始める。現行制度により外国人は、「外国人入国就業許可」と「外国専門家在中国

就労許可」の 2 種類の就労査証をどちらか申請することができる。 

（２）海外連動型海外人材育成創新 ・創業拠点  

国家イノベーション駆動発展戦略を確実に実施するため、グローバル資源の統合、国際

投資や人材招致と創新・創業体制を構築する。2015 年以来、中国科学技術協会は「海外人

材のオフショア創新・創業計画」を実施するにあたり、海外人材のオフショア創業園区先

行モデル事業を展開し、上海・深セン・武漢に続き、2017 年 7月までに 6の海外人材のオ

フショア拠点を設立した。 

 

①深センー：中国科学技術協会（深セン）海外人材のオフショア創新・創業本部拠点拠点で

は、深センへと国内外のイノベーション資源を集め、国際イノベーション資源とのマッチ

ングする場となっている。米国、英国、イスラエル等国からの海外イノベーションチーム

及びイノベーションキャピタル組織とは多くの提携協定書を締結した。 

例：2017年、深セン源創力は、深セン康泰生物株式公司、イスラエル投資管理会社 Indigo 

Global 等のパートナーとが、海外事業展開協力協議書に署名した。 

2017 年、ポストンでの海外イノベーションセンター設立、オランダでの「全国創新・創

業週間」の海外会場イベント開催、オフショア拠点地域間協力及び会員募集、科学技術株

権投資基金募集などでも実質的成果を遂げた。 

 

②蘇州センター：海外人材のオフショア創新・創業拠点 

2016 年頭、蘇州は全国で 4 つ目の中国科学技術協会傘下の海外人材のオ

フショア創新・創業拠点に当選された。  

世界に向けイノベーションメカニズムを開放し、多角的に国際イノベー

ション資源を統合し、あらゆるルートでハイレベル人材を集め、国際交流

の多様化を進める。蘇州は、 2020 年までに、拠点内で国際間協力機構 100

社（うち、海外系約 50 社）以上の入居を目指す。海外創新・創業人材を累

計 3 万人以上招致する見込み。10 の海外人材のオフショア創新・創業用フ

ァンドブランチを設立し、海外人材オフショア創新・創業事業への社会投

資額は 300 億元に達成する見込み。  

近年、蘇州工業園区は蘇南国家自主創新示範区の建設を契機に、中国・

シンガポールの国際協力における優位性を活かして、国の「一帯一路」発

展戦略を取り込み、「国家開放・創新の綜合試験」関連任務を巡り、科学技

術のイノベーションを中核とする刷新と改革を進め、国際化としたイノベ

ーション体制を構築した。2016 年末まで、園区内で就労している外国籍人
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材は約 6000 名である。外国専門家をのべ 1000 名招致した。5000 名の海外

帰国人材は合計 500 社以上の企業を創設した。人材保有者数は全国の開発

区で見ても 1 位であり、国家級「海外ハイレベル人材創新・創業拠点」と

評定された。  

 

③成都ハイテク区センター：海外人材のオフショア創新創業拠点 

2017 年 7 月まで、成都ハイテク区は英国、米国、ドイツ等国に配置した

海外人材のオフショア拠点が 13 ヵ所ある。例：サンディエゴにあるオフシ

ョア拠点の運営では、中米バイオテクノロジーと製薬専門協会（以下 SABPA

という）と吉迪思診断有限公司を基盤に、ハイレベル人材や最先端チーム

とハイエンド事業を導入する。  

今まで、成都ハイテク区での SABPA によるハイレベル人材招致人数は 11

名である。  

区内は国際教育、医療等生活付帯施設も多く整備され、外国籍人材を対

象とする「 IC カード」サービスを提供始めている。雇用者の戸籍登記、子

供の入学、社会医療保険、入出国等を網羅するワンストップ型サービスを

展開している。成都ハイテク区では 5 人のノーベル賞受賞者、13 人の院士、

105 人の国家千人計画人材、 281 人の四川省千人計画人材を招聘した。  

 

④天津浜海新区センター：海外人材のオフショア創新創業拠点 

2017 年 5 月より、人材招致への助力を実施する。国際先端専門家の柔軟

性招致プロジェクトを展開するほか、拠点内にある組織や機関が戦略発表、

専門機構とのマッチング、海外での人材募集イベント開催時に助力を提供

し、「海外人材の浜海への旅」等人材招致活動に助力を提供している。「人

材」を対象に国際旅費、在天津での食住移動手当、就労許可書、 入出国、

査証、居住許可書等の取得手続き、「千人計画」への申し込みや マンション

賃貸契約、マイホームの購入契約、医療保険、子供の入学、本人及び家族

の戸籍登記等に政策的支援を提供している。  

 

(３ )武漢市人材交流 ・育成の動き  

都市パートナ計画を実施し、創新・創業人材の高地を作り上げる。人材

は都市の未来を決める。近年、人材発展メカニズムをイノベーションする

ことで、326 名の国家「千人計画」人材、4,000 あまりの国内外ハイレベル

人材とチームを招致した。また、海外人材による創業 は 3,000 社以上ある。

武漢市はより多くの英才が武漢へ創業・就職するように、2017 年、都市パ

ートナ計画を打ち出し、グローバル的産業リード型人材、創業分野におけ

る有名投資人材、若手創新・創業人材の招致を目標とする。  
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（４）上海市人材交流 ・育成の動き  

上海は人材「 30 条」を発表し、積極的な海外人材招致政策を打ち出した。

2014 年 5 月、党中央は、世界的影響力を発揮する科学技術イノベーション

センター建設といった重要任務を上海に任せた。2017 年 3 月、国家「第 13

次５ヵ年計画綱要」では、上海での科学技術イノベーションセンター建設

を国家戦略として定めた。  

①最近、市党委員会と市政府は「人材発展体制改革を更に進め、世界的影響力を持つ科学

技術イノベーションセンターを建設するための実施意見」を発表した。 

②外国籍ハイレベル人材のチームメンバーを永住権適用対象とする。例：中国(上海)自由

貿易試験区、張江国家自主創新示範区（以下「双自」地区という）で就労し、かつ一定条

件を満たす外国籍ハイレベル人材に対して、自由貿易試験区管理委員会または張江ハイテ

ック区管理委員会の推薦の下、在中国永住申込制を適用する。 

③「双自」地区に入居する多国籍企業の地域本部やキャピタル型企業、外資研究開発機関

が世界中の有名大学の新卒生の上海採用が認められる。 

④2016年 7月 1日より新政策実施してから 2017年 5月まで、上海は既に 64名の院生及び

それ以上学歴を持つ外国人留学生に対して、卒業後に上海で就労できるような手続きを済

ませた。今後、学歴ハートルを学部卒業生までに条件緩和した場合は、より多くの外国人

留学生が政策的恩恵を受ける見込み。 

 

（５）天津市の人材交流 ・育成の動き  

天津市は 9 項目の対策を以て「創新・創業特区」を支援開始した。  

「天津市人材業務指導グループ」は「創新・創業特区整備への支援、人材

募集の加速化、人材改革実験区を率先して構築することに関する 9 項目の

対策」を発表した。人材招致に魅力的な環境を作って、様々な優秀な人材

を集め、大学生のイノベーションを推奨すると共に、海外から来る人材が

住みやすい・仕事しやいような利便を提供する。  

①特区の優秀人材招致に助力する。海外ハイレベル人材の招致に力を入れ、年齢、学歴な

どの条件を緩和する。海外ハイレベル人材招致計画と浜海新区プロジェクトに選ばれた創

新・創業人材に対しては、活動経費として市区（県）財政から 50%ずつ出し合わせてそれぞ

れ 50万元と 150 万元の一時金を支給する。北京、天津、河北の 3省市の間は人的資源と社

会保障部門が発行する技術資格認定書が共通認証適用として、特区内での就職及び創業時

に、新たな資格取得が必要はなく、プロジェクト申請や企業登録等の面にも便宜をもつ。 

②海外人材に対して居住や仕事面での便宜を提供する。「国家千人計画」に選ばれた外国高

級専門家は、市人的資源と社会保障局、市外国専門家局の推薦により外国人永住証の申請

ができる。 

 



54 

Copyr ight(C)  2018 JETRO. Al l  right reserved  

（6）中国科学院の独自の動き  

中国科学院は９ヵ所の創新・創業モデル基地は 700社をインキュベーションした。

ファンド規模は 50 億元を超える。 

中国科学院傘下は、創新・創業モデル基地として中国科学院計算所、大連化学物理

所、長春光学精密機械と物理研究所、上海マイクロシステム所、蘇州ナノ技術所、寧

波材料所、合肥研究院、深セン先進院、西安光学精密機械研究所といった９ヵ所があ

る。 

2017 年 6 月 21 日、国務院弁公庁より「第 2 回目大衆創業・万衆創新モデル基地建

設に関する意見」を発表し、第 2回目大衆創業・万衆創新モデル基地建設業務を布石

した。中国科学院系で高等学院や科学研究院モデル基地に当選された数は全体の 11%

を占める。 

不完全な統計ではあるが、上記９機関は既に創新・創業大会とメイカー教育訓練を

500回実施しており、20000名以上のメイカーを支援した。各類創新・創業支援プラッ

トフォームを 100 ヵ所建設し、700 社以上の企業をインキュベーションした。うち、

株式市場に上場した企業は７社、10000 以上の雇用チャンスを創出した。 

2020 年まで、９モデル基地は総額 200 億元を超えるファンド規模にのぼる見込み。

様々な創新・創業大会とメイカー教育訓練を実施することにより、40,000名以上のメ

イカーを支援し、新規ハイテク企業を 2,000社インキュベーションし、パイロット企

業を 10 社以上育成し、50,000 以上の雇用チャンスを創出すると予測される。 
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６ .中国の重点都市労働市場の流動性現状  

2017 年、全国の主要労働力市場が安定しながら前向きな姿勢を見せ、第

一線で活躍していた在職人数と平均収入はいずれも成長し、「ダブルアッ

プ」が実現できた。監視・測定によると、2017 年全国主要労働力市場の第

一線で活躍していた在職人数の累計純増率が 6.23%となり、12 月の平均収

入が同期比 4.52%増加した。  

東部労働力市場は顕著な拡大勢いを見せ、前向きな姿勢がさらに固めら

れた。2017 年第一線で活躍していた在職人数の累計純増率が 9.11%となっ

た。その中で、江蘇省、山東省、広東省等の省における在職人数の累計増

加幅が 10％を上回り、 12 月の平均収入が同期比 2.99%増加した。  

中、西部の第一線職員の数と収入の増加幅が比較的安定しつつ、労働力

市場においてまだ大きな拡大空間が存在する。2017 年第一線で活躍してい

た在職人数の累計純増率はそれぞれ 2.83%、 2.99%であり、 12 月の平均収

入もそれぞれ同期比で 5.32%、 3.87%増加した。その中で、安徽省、江西

省、河南省、陝西省、甘粛省などの平均収入はいずれも同期比で７％超増

加した。   

東北地域における労働力市場は確固たる基盤を築きながら向上する傾向

を見せている。2017 年第一線で活躍していたその在職人数は累計純減率が

0.38%であり、 12 月の平均収入が同期比で 3.32%増加した。その中で、黒

竜江省における第一線職員数が累計純減少であり、遼寧省と吉林省がいず

れも累計純増加となった。  

（１）北京、上海、深セン  ３都市における労働市場流動性  

①北京、上海、深セン３都市におけるイノベーション企業の職員平均勤務年数 
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②北京、上海、深セン３都市におけるイノベーション企業の職員転職回数 

北京、上海、深セン３都市におけるイノベーション企業の職員の中で、離職率が高い職

員は普通以下の特徴を持っている。２、３年間の勤務年数を持つ職員の離職率が最も高い。

２、３年間の勤務を通じて自らは所得や価値を高める資格を持っていると思うような人が

少なくない。そのため、自らの才能と技能を発揮しながら、彼らはより速いスピードでの

成長、より大きな職権を手に入れたいと望んでいる。また、５〜８年間の勤務年数を持つ

人の離職率も高い。それは職業技能が日増しに熟練しながら、今後の発展に向けて戸惑い

を感じ、仕事に対して疲労感を覚えている人々である。その段階における人々の離職の多

くは、仕事に向けた自己挑戦、及び家族の安定を考慮した結果である。こうした人々は豊

かな業界経験と専門的経験を有しながら、一定の顧客の人的資源を有している。 

 

③ 北京、上海、深セン３都市におけるイノベーション企業の関連雇用制度状況 

（a）北京、上海、深センは一貫として中国イノベーション企業の集中地域であり、就職に

対するミドル・ハイレベル製造業の迅速な発展の積極的な影響が浮き彫りになっている。

また、中国ハイテク産業の就職人数も年々増加している。  

（b）新経済は雇用構造のモデルチェンジとレベルアップの新原動力となりつつある。新経

済新業態の大量出現に伴い、中国の雇用構造でも明らかな変動が起こっている。それと同

時に、雇用構造のモデルチェンジ・レベルアップ及び労働関係の変化にとって、新経済新

業態による各種の新雇用形態も比較的大きな衝撃を与えている。 

（c）既存労働関係に向けた新経済による新挑戦。現在の新経済形態の下で、労働力市場の

雇用形態では多層的、多種類共存の状態を見せている。労働需要から見ると、企業は単一

の労働契約締結による単一の雇用をやめた。労働供給から見ると、人々は多様化された形

で就職している。労働関係の単一性にとって、次々と現れてきた自己雇用、独立請負、ク

ラウドソーシング等一連の柔軟的な新型雇用形態は新たな挑戦となっている。主要雇用制

度は以下の通りである。  

パートナーシップ：一セットの企業経営メカニズムの構築が重要である。職業のエンジ

ニアという身分を変え、事業の共同創造、利益の共有、リスクの共同負担を実現するメカ

ニズムを通じ、人材に向けて創業用プラットフォームを提供し、人材が自らの人生の価値

を実現するチャンスを提供する。パートナーシップに三つの種類がある：業務上のパート

ナー、事業上のパートナー及び株式上のパートナーである。 

（d）雇用制度：新型の考査・インセンティブ制度の実施により、職員のイノベーション性、

実用性、経済性等各レベルにわたる総合的評価を通じてインセンティブを行う。従来の勤

務時間、出勤率、残業率などの意識が薄くなっていく。 

（e）新型パートナーシップ：家園網（http://www.jyall.com/）のような「無限パートナ

ーシップ」、つまりパートナーの定員数がなく、企業中高層、ひいては中層以下の中核職員

チームの利益配分問題を徹底的に解決できる。パートナーは主に内部からの評価・選択で

決まる。無限パートナーに出資する必要がなく、職員に関連債務の責任を負う必要もない。
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家園網は無限パートナーチームを経営管理の共同体に形成させている。無限パートナーチ

ームは「創始パートナー」、「中核パートナー」及び「契約パートナー」に分けられている。

各レベルのパートナーにそのレベルに応じた割合の株を持っている。さらに、毎年 KPI に

よって評価・選別を行い、中核パートナーが創始パートナーに昇進することが可能であり、

A レベルのパートナーも中核パートナーに昇格することが可能である。また、それぞれの持

ち株の割合も調整される。 

 

（２）イノベーション・起業 （創新 ・創業 ）の教育システム  

政府は政策面から設計と配置を行い、効率の高いイノベーション・起業

の教育改革に向けて要求を提出した。さらに、起業教育の連盟を設立し、

産業界 ､教育機関､研究機関の協同体制によってイノベーション・起業の教

育発展を推し進めることを奨励する。   

①  高等教育機関のイノベーション・起業の教育事業の重視を強調し始めた。 

中国共産党第 18 回全国代表大会にて、イノベーション・起業に向けた

人材育成の支援に、より一層力を入れることが明確に提出された。中国共

産党中央委員会、国務院のこの重大な決定・配置を徹底的に実行するため

に、2015 年 5 月、国務院弁公庁は「高等教育機関における創新・創業教育

改革の深化に関する実施意見」を特別に印刷・配布し、国家レベルからシ

ステム設計、全面的な配置が行われた。高等教育機関は能動的に実際行動

に移し、新態勢・新要求に応じてイノベーション・起業の教育改革をしっ

かりと推進していく。  

中央委員会の部門・委員会に直属する 112 か所の高等教育機関はイノベ

ーション・起業の教育改革を深める方案を作成した。さらに、多くの高等

教育機関はイノベーション・起業の教育改革を同機関の総合的改革案に盛

り込み、積極的に秩序よく推進していく見通しである。  

イノベーション・起業の教育は新たな競争分野となりつつある中、その

価値を最初から認識できた高等教育機関こそが先制点を取れる。そうした

高等教育機関こそはイノベーション教育・授業、起業分野における研究、

起業のエコシステム構築及び起業人材育成分野にて競争上の優位性を獲得

できる。イノベーション・起業の教育に異なる位置づけ があり、高等教育

機関にも様々な種類がある。起業の精神及びイノベーションの考えはある

レベルの学校、あるいはある専門に特定する、異なるレベルの各種類の学

校、異なる専門の学生全体に向けて行われるべきである。  

教育とは各学科の専門、学術のレベルあるいは授業能力などにとどまら

ず、勉強する時に形成する持続的な勉強能力、革新的な考え方なども重要

である。教育の形から見ると、授業による教育があり、実践・実際のトレ

ーニングにおける教育や授業以外の様々な活動も含まれる。  
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なお、中国共産党第１９回全国代表大会にて、2035 年まで中国は社会主

義の現代化を基本的に実現することが再び提出された。その中で、イノベ

ーション・起業の教育は教育現代化の重要部分として、それは「立徳樹人 6」

教育という重大な計画に関わるのみならず、イノベーション型国家戦略に

も緊密に関係している。  

 

② 2015 年 6 月 11

日 に、全国におけ

る 137 か所の高等

教育機関、50 社の

企業・事業者及び

社会団体は清華大

学にて、中国高等

教育機関イノベーション・起業教育連盟を正式に設立した。創始連盟メン

バーの中で、清華大学、北京大学、浙江大学、復旦大学、上海交通大学、

南京大学、中国科学技術大学、ハルピン工業大学、西安交通大学等の高等

教育機関、百度（ Baidu）、アリババ、テンセント、インテル、マイクロソ

フトなどイノベーション型企業及び一部の事業者と社会団体が含まれる。  

 

共同プラットフォームを作り上げ、高等教育機関と社会各業界にわたる

力を集め、高等教育機関における人材と知力的優位性を発揮させることを

旨に、同連盟は教育部の指導の下で、各メンバーがイノベーション・起業

の教育の理念、方法及びメカニズムを共同で検討する。同連盟は社会に向

けて優れたイノベーション・起業教育の資源を提供し、よいイノベーシ ョ

ン・起業教育のエコシステムを形成し、より多くのイノベーション・起業

人材を育成する。さらに、イノベーション駆動型発展戦略の実施に向けて

貢献をなすように取り組んでいく。  

 

（３）国際協力の架け橋全国高等教育機関資源共有プラットフォーム  

①連携高等教育機関の間：教育理念と資源（教師の資質、学生、青年卒業生チーム、授

業、MOOC、教科書、認証プロジェクト、専門・学位の育成案、イベント、試合、報告、コ

ワーキングスペース7、企業教育拠点等）の共同構築・共有、共同模索と共同リーディング

を促進する。最近は国務院弁公庁による 36 号文書〔2015〕（「高等教育機関における創新・

創業教育改革の深化に関する国務院弁公庁の実施意見」）を徹底的に実行する。 

 

                                                   
6 注：徳を高め、人材を育てる。  
7注：衆創空間という、以下同。  
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②企業との関係：イノベーション・起業教育の良いエコシステムを作り上げ、ウィン・ウ

ィンを実現させる。学校に向けて企業は問題点、資金、教師＋サービス、教室＋サービス

を提供する。企業に向けて学校は人材（チーム）、クリエイティブ、イノベーション・起業

のアイディア・作品を提供する。 

 

③海外有名校との関係：お互いに影響力を拡大し、進んだ経験と技術を学びあう。世界

に目を向け、グローバル視野を持ち、異文化協力と競争力を持つイノベーション・起業人

材を育成する。 

 

④有名高等学校・中学校との関係：長期間にわたる共同育成を行い、多次元で人材を選び、

高等教育機関入学試験の改革を支える。高校生・中学生の創客、ウィンターキャンプ、サ

マーキャンプ等を開催する。政府（各レベルの教育部門）との関係：政府のシンクタンク

として連盟に向け、政府は経費支援、授権を行い、横額を授与する。 

 

⑤学生、青年卒業生と教師との関係：連盟のサービス提供の重要対象である。なお、新疆、

甘粛省、陝西省、青海省との四つの省・自治区における 16か所の大学科学技術パークにて、

「シルクロード・経済ベルト衆創空間」を共同設立した。今年依頼、全国の高等教育機関

が設立したイノベーション・起業の基金は 10.2 億元にも達し、学校以外の資金を 12.8 億

元も引き付けた。大学生によるイノベーション・起業に向けて有力な資金支援を提供して

いる。 

 

（４）イノベーション・起業 （創新 ・創業 ）の教育イベント事例  

 イノベーション・起業教育の改革を深め、大衆創業・万衆創新に向けた新勢力を育成する

ため、中国政府は「全国双創活動週間8」を組織・開催する。同イベントウィークはそれぞ

れ上海主会場と北京会場にて行われる。全国各省（自治区、直轄市）と新疆生産建設兵団

も同期に開催する。さらに、企業、高等教育機関、社会団体、コミュニティ、幅広いメイ

カー9等も現地でイベントウィークのイベントを開催するように働きかける。 

 

①上海主会場 

(a)始動式：始動式はイベントウィークの本格的スタートを意味する。始動式は宣伝動画と

の形を通じ、イノベーション・起業事業開催以来、中国経済社会の新発展、新態勢、新変

化を表し、イノベーション・起業による成果を展示し、今後の発展を展望する。さらに、

全国大衆創業・万衆創新モデル基地とのイノベーション・起業成果と成功経験を主要内容

として、新技術、新業態、新パターン等の成功を収めた要素を選び取り、現場で展示する。

それを通じて、全社会のイノベーション・起業事業に向けた情熱を高める。始動式は上海

                                                   
8注：全国大衆創業・万衆創新イベントウィーク。  
9注：創客という、以下同。  
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市楊浦区「長陽創谷」にて開催され、関連部門、各省・市の指導者及び国内外の創客代表

が招待される予定である。 

 

(b)テーマ展示は大型展示会との形で、イノベーション・起業政策を全面的に紹介・説明し、

全国の各業界、各地域におけるイノベーション・起業活動の成功経験と模範ケースを詳し

く展示する。市場活力及び社会創造力の刺激、新技術、新業態、新パターンの形成の加速、

産業のレベルアップ、雇用の拡大、供給側構造的改革の推進、経済発展の新原動力の育成

等におけるイノベーション・起業の成果を集中的に展示する。全国各地のイノベーション・

起業事業を展開する有益な実践と成功経験を宣伝し、政府部門がよいイノベーション・起

業のエコシステム構築を通じて市場内部の原動力を刺激する発展メカニズムをプロモーシ

ョンし、イノベーション・起業事業の前向きな発展を全面的にイメージが付くように展示

する。テーマ展示は上海市楊浦区の「長陽創谷」で開催される。 

 

（c）大衆創業・万衆創新サミット談話会は、国内外のイノベーション・起業の代表者及び

グローバルトップレベルの創客を招待する。イベントウィーク期間中、イノベーション・

起業に関する対話を行い、イノベーション・起業の進んだ理念を紹介・説明する。国内外

からのイノベーション・起業の知恵を集め、世界中のイノベーション・起業のブームをリ

ードしていく。 

 

(d)イノベーション・起業七日談イベントは人気音声共有プラットフォームと提携し、イベ

ントウィーク期間中、「イノベーション・起業ライブスタジオ」フォーラムを開設する。イ

ノベーション・起業とのテーマをめぐり、毎日一つの話題を作り上げ、創客の代表者、イ

ノベーション・起業の人気講師、イノベーション・起業の典型人物等をキャストとして誘

い、音声の形でインターネットライブ中継を行い、市民たちのオンライン・オフライン両

方の積極的な参加を呼び掛ける。インターネット伝播において影響力を持つイノベーショ

ン・起業のインターネット達人を紹介し、イノベーション・起業事業のインターネット上

のプラス・エネルギーを広げていく。 

 

(e)イノベーション・起業カーニバルイベントウィーク期間中、異なるテーマのイノベーシ

ョン・起業カーニバルのプラザイベントを数回開催する。プロの創客空間と提携し、第一

線で活躍する科学技術者とエンジニア代表者、創客代表者、出稼ぎ労働者の起業者代表、

イノベーション・起業事業に向けて末端機構で優れた貢献を捧げた人々等を集め、イノベ

ーション・起業をめぐり以下のイベントを開催する。例えば、イノベーション・起業カフ

ェー、イノベーション・科学技術教室、イノベーション・展示体験のインタラクティブ・

イベント等カジュアルなイベント等。イノベーション・起業の関連者にリラックスして楽

しんでもらうイノベーション・起業カーニバルを目指す。 
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(f)「私は創客小達人」とのイベントはプロの科学技術団体と提携し、小・中学生、高校生

を対象に創客小達人トレーニングキャップを開催する。エクスプローラー、ディスカバリ

ー、インベンションとの三つのエリアを設置する見通しである。クリエイティブ絵画、ク

リエイティブデザイン、クリエイティブ・プロデュース等のイベントに参加することを通

じ、子供たちのクリエイティブ創造力、実行力とイノベーション能力を高める。創客者に

現場指導を行ってもらうように誘い、テーマ展示エリアにて創客小達人にクリエイティブ

アイデアを披露してもらう。 

 

（g）リアリティショーが創客組織と連携し、国内外のソフトウェア・ハードウェアのエン

ジニア、デザイナー、クリエイティブ達人等優れた創客チームを招待し、プロジェクト別

の72時間プロジェクト開発挑戦大会を開催する。世界有名の創客代表者、各分野の専門家、

企業代表、投資者等からなるプロチームは現場で評価・審査を行い、イベントウィーク開

催期間中、市民たちに展示する。有名サイトと連携し、オンライン・オフラインにてクリ

エイティブの提出から実現までの全過程を展示する。来場者は現場でもインターネットで

も創作の全過程を確認することが出来る。現場でものづくりとの形を通じ、中国の包摂的、

開放的、かつグローバルなイノベーション起業の環境を顕彰する。 

 

(h)イノベーション・起業とゼロ距離イベント。主に上海主会場、北京会場及び一部の都市

にて、機関、高等教育機関、企業、街区、コミュニティへのイノベーション・起業事業紹

介等一連のイベントを開催する。開催場所の特徴に合わせ、建設の成果・効果、企業のイ

ノベーション発展成果及び新技術、新業態、新パターン等をめぐって柔軟な形でイノベー

ション・起業事業の展示を行う。関係団体、企業、高等教育機関、科学技術研究所、専門

学会、業界協会、公益機関等の事業者に積極的に参加してもらう。イベントウィーク期間

中、上海主会場にてまた国際イノベーション・フォーラム、中国・オーストラリアの起業

大会、中国・フィンランドの国際ベンチャーキャピタル大会、アジア都市知能大会、

2017InnoBay国際イノベーション・起業大会、上海青年イノベーション文化祭、上海青年起

業投資・融資サミット、上海市高校生ロボット大会等のイベント等を開催する。 

 

②北京会場 

（a)イノベーション・起業フォーラムは組織委員会の事業者メンバーの関係責任者、在中

国の各国大使館の代表者、著名なグローバル企業・事業者の代表者、著名な起業・投資専

門家、イノベーション・起業有名人、市民代表等を招待し、「大衆創業・万衆創新のエコシ

ステムを育成し、ビジネス経営の環境を最適化」とのテーマをめぐり、基調講演、深度対

話を行うことを通じて、交流と研究を深め、イノベーション・起業の発展を推し進める。

同フォーラムは海淀区「中関村国家自主創新示範区展示中心」で開催される見通しである。 

 

(b)国務院国有資産監督管理委員会の下で、「新発展理念の貫徹、イノベーション駆動型発
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展戦略の深化実行、大衆創業・万衆創新事業の推進における中央企業の成果展示会」とい

う中央企業の大衆創業・万衆創新成果展示会は北京で開催される。 

あらゆる中央企業が出展する。展示会にて、画像＋文字、動画、実物等多種の形を通じ、

第１８回党大会以来、中央企業が科学技術イノベーション分野で収めた重要な成果、及び

大衆創業・万衆創新における成果・効果を全面的に展示する。イベントウィーク期間中、

北京会場はまた中関村科学城、懐柔科学城、未来科学城及び北京経済技術開発区にて大衆

創業・万衆創新の成果展示、イノベーション・起業大会、プロジェクトのマッチング等バ

ラエティー豊かなイノベーション・起業イベントを開催する。 

 

③海外について 

海外大衆創業・万衆創新イベントウィーク期間中、ヨーロッパ、北米、東南アジア等の国

や地域にて、現地の中国大使館・領事館の下で、現地の華人・華僑科学技術団体、中国企

業の海外拠点、国際協力組織機関等の参加を働きかける。 

海外イノベーション・起業成果展示会、技術交流、国際フォーラム、プロジェクトのマッ

チング、人材導入、投資商談会等のイベントを通じ、中国のイノベーション・起業の主張

を伝播し、中国のイノベーション・起業の政策と環境を宣伝する。海外におけるイノベー

ション・起業資源とマッチングし、イノベーション・起業の国際連携を展開し、「一帯一路」

建設を推進していく。同時に、香港、マカオ地域でも関連活動を開催する。著名なウェブ

サイト、衛星テレビの国際チャンネルと提携し、国内外のコミュニケーションを行う架け

橋を構築し、中国のイノベーション・起業事業に参加するよう、より多くの海外華人とイ

ノベーション・起業の国際人材を引き付ける。 

 

④省庁・委員会イベントの部門間連席会議 

省庁・委員会イベントの部門間連席会議各メンバーは職能と前期作業を結び合わせ、様々

なイベントを開催する。国家発展改革委員会による起業・投資業界サミット、教育部によ

る中国「インターネット＋」高等教育機関生イノベーション・起業大会全国決勝戦、科学

技術部による中国科学技術企業インキュベーター30 周年座談会、工業と情報化部による中

小企業のイノベーション・起業事業座談会、人的資源と社会保障部による全国起業サービ

ス展示交流活動、農業部による全国農村イノベーション・起業成果展示会、中国科学技術

協会による業界発展への人工知能助力フォーラム、共産主義青年団（共青団）中央による

創青春・中国青年イノベーション・起業シリーズイベント等の重要イベント等。 

 

（５）知的財産関連事業者のイノベーション起業を促進する取り組み  

中国政府は知的財産関連事業者のイノベーション起業を促進する取り組

みについては的を絞った政策を発表した。国家知識産権局、財政部、人的

資源と社会保障部、中華全国総工会、共青団中央等の 5 部門が「創新・創

業への助力に向けた知的財産権の運用と保護の更なる強化に関する意見」
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（以下、「意見」と略す）を共同印刷・配布した。  

「意見」は 7 方面から 14 条の具体措置を提出し、知的財産権の運用と

保護の更なる強化を通じてイノベーション・起業のパッションを刺激し、

イノベーション・起業の成果を保護していく。  

①「意見」の骨子  

「意見」では、イノベーション・起業が知的財産権との肥えた土壌に深く

根差すように、以下のことが提出された 。資源配置における市場の決定的

な役割を十分に発揮し、よりよく政府としての役割を果たす。知的財産権

の管理メカニズムを確信し、知的財産権のパブリックサービス体系を整備

する。イノベーション・起業のパターンの変革をリードし、市場競争の環

境を最適化する。社会全体の創造活力を解き放ち、より多くのイノベーシ

ョン・起業のチャンスを催すこと。  

②「意見」の４つの基本原則  

「意見」では、市場志向、リード強化、積極的推進、実際効果重視という

四つの基本原則が提出された。つまり、イノベーション・起業イベントに

対する知的財産権の刺激的役割を果たし、市場の力を十分に活かし、イノ

ベーション・起業の知的財産権刺激及び利益配分メカニズムを形成させ、

イノベーション・起業の各要素が合理的に流動し、効果高く配置できるよ

うに促進すること。イノベーション・起業イベントを導く知的財産権の役

割を際立たせ、特許権ナビ等の有効手段をより多く採用し、サービスのパ

ターンとプロセスを革新し、イノベーション・起業イベントの発展レベル

を高めること。政策の整合、能動的活動、開放的協力を堅持し、政府によ

るリード、市場による駆動、社会による参加との知的財産権革新支援策と

起業サービス体系を構築し、全力を挙げて大衆創業・万衆創新の良い雰囲

気を醸し出すこと。イノベーション・起業イベントの実際ニーズにしっか

りと対応し、横方向協調、縦方向連動との作業メカニズムを構築し、政策

実行中の評価とフィードバックを強化し、政策環境、制度環境、パブリッ

クサービス体系を絶えずに整備・深化し、イノベーションに有利、イノベ

ーションに便利な態勢を作り上げる。  
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